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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも２つの重畳ポリマー層を備える多層フィルムを形成する連続自己計量プロセ
スであって、
　（ｉ）基材を供給する工程と、
　（ｉｉ）前記基材の表面に垂直なギャップを形成するように、前記基材から、互いに独
立してオフセットされる、２つ以上のコーティングナイフを提供する工程と、
　（ｉｉｉ）前記基材を前記コーティングナイフに対して下流方向に移動させる工程と、
　（ｉｖ）前記ポリマーの硬化性液体前駆体を、前記コーティングナイフの上流側に供給
し、それによって、前記２つ以上の前駆体を、前記基材上に重畳層として前記それぞれの
ギャップを通してコーティングする工程と、
　（ｖ）任意に、１つ以上の固体フィルムを供給し、これらを、隣接した下ポリマー層の
前記形成と本質的に同時に適用する工程と、
　（ｖｉ）このようにして得られた前記多層フィルムの前駆体を、硬化させる工程と、
　を含み、
　硬化性液体前駆体の下層が、前記硬化性液体前駆体の前記下層を本質的に露出すること
なく、硬化性液体前駆体又はフィルムの隣接した上層によってそれぞれ被覆され、
　前記硬化性液体前駆体の流量は、ポンプによって事前に決定されるのではなく、前駆体
に作用する基材及び／又は任意の固体フィルムによる剪断力によって決定される、プロセ
ス。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、少なくとも２つの重畳ポリマー層を備える多層フィルムを形成する連続プロ
セスに関する。本開示は更に、有利な光学的性質、特に、可視光線に対する高透過率を有
する本開示のプロセスによって得ることができる多層フィルムに関する。本開示は更に、
上層がポリウレタンポリマーを含み、底層が（メタ）アクリレート系感圧接着剤を含む、
多層フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　多層フィルムの性質は、例えば、層の組成、多層フィルム内での層の順序、又は層のそ
れぞれの厚さを変えることによって、広く変化させることができる。したがって多層フィ
ルムは、異なる技術分野における幅広い用途のためにあつらえることができる。
【０００３】
　多層フィルムは、例えば、従来の積層化装置を使用して対応する単一層フィルムを積層
化することによって、得ることができる。しかしながら、得られる多層フィルムは、剥離
及び／又は剪断力に特に高温でさらされると、積層化された層間の境界面において層間剥
離しやすい。
【０００４】
　米国特許第４，８１８，６１０号（Ｚｉｍｍｅｒｍａｎら）は、少なくとも１つの外層
が感圧接着層である、複数の重畳層を備える感圧接着テープを開示している。米国特許第
‘６１０号の接着テープは、それぞれが少なくとも１つの光重合性モノマーを含む液体組
成物を基材上に連続してコーティングすることによって、調製される。ライナーが上層に
取り付けられてもよく、複数の重畳層が照射にさらされることによって硬化されて、接着
テープを提供する。接着テープを製造する方法は、米国特許第‘６１０号の図に説明され
ており、コーティング組成物が、一対のローラーによって形成されるコーティングナイフ
又はコーティングニップの前に、それぞれ「回転ビーズ又はバンク」を形成することを示
している。米国特許第‘６１０号の方法によって得られる重畳層の順序は、層間に発生す
る物理的混合によって曲げられることがある。
【０００５】
　順次コーティング法は更に、日本特許第２００１／１８７，３６２－Ａ号（Ｔａｋａｓ
ｈｉら）、及び日本特許第２００３／００１，６４８－Ａ号（Ｔａｋａｓｈｉら）に開示
されている。
【０００６】
　米国特許第４，８９４，２５９号（Ｋｕｌｌｅｒ）は、複数の重畳層が、多数の分岐管
を有する共突出ダイによって低接着キャリアの上に同時にコーティングされる、統合感圧
接着テープの製造のプロセスを開示している。重畳層は次に、接着テープを提供するため
に照射を受ける。米国特許第’２５９号の図１は、照射工程中に最上露出層が紫外線透過
性剥離ライナーで被覆されず、そのため照射工程が不活性雰囲気で行われる必要があるよ
うな、いわゆる開面光重合プロセスを説明している。同様に、米国特許第‘２５９号では
、光重合型コーティングを、紫外線照射に対して透過性であるプラスチックフィルムで被
覆し、その結果、重畳層がかかるフィルムを通して空気中で照射され得ることが開示され
ている。
【０００７】
　米国特許第‘２５９号のダイコーティング法は、米国特許第４，８１８，６１０号のナ
イフコーティング法に比べ、より複雑で高価である。コーティング組成物は、ダイを通し
てポンプで送り込まれる必要がある。Ｓ．Ｆ．Ｋｉｓｔｌｅｒ　ａｎｄ　Ｐ．Ｍ．Ｓｃｈ
ｗｅｉｚｅｒ［ｅｄ．］，Ｌｉｑｕｉｄ　Ｆｉｌｍ　Ｃｏａｔｉｎｇ，Ｌｏｎｄｏｎ　１
９９７，Ｃｈａｐｍａｎｎ　＆　Ｈａｌｌ、９ページ右欄によると、ダイコーティングは
、「１単位面積あたりにウェブに適用される液体の量が、精密ギアポンプなど、上流の流
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体計量デバイスによって予め決められており、後は、コーティングデバイスがその量をウ
ェブ下方及びウェブ横断方向の両方に可能な限り均一に分布させる」、事前計量コーティ
ングプロセスと呼ばれる。ポンプは、米国特許第‘２５９号の低接着キャリアの下方ウェ
ブ速度とともに、コーティング層の厚さを主に規定する、本質的に一定の容積流量を提供
する。事前計量ダイコーティングプロセスには、種々の欠点が見られる。ポンプは、コー
ティングされた層の中へ運動エネルギーを導入し、層間又は厚みの変動間に高度な物理的
混合をもたらす非層流パターンを生成し得る。使用されるポンプの種類によって、その容
積流量は、例えば、厚さの変動又はコーティング層の他の不均一性となる、振動又は他の
変異を示すことがある。ダイの分岐管の形状は、特定のダイが、種々のコーティングプロ
セスに関して柔軟な方法で使用され得ないように、コーティング組成物の流動挙動に対し
て調整される必要がある。紫外線透過性プラスチックフィルムは、米国特許第‘２５９号
では、ダイコーティング工程の後に上層に取り付けられ（すなわち、ダイの外側）、任意
の技術的プロセスに存在する許容誤差に起因して、例えば、多層フィルムの圧縮、又はプ
ラスチックフィルムと上層との間の気泡の含有をもたらす。プラスチックフィルム、又は
例えば剥離ライナーなどの任意の他のフィルムを、前駆体層の多層の積み重ね体の上に、
かかるフィルムが多層の積み重ね体の上層の露出面にぴったりと取り付けられるように非
侵入的な方法で設置することは、可能ではない。多層の積み重ね体を圧縮することは、例
えば、厚さ変動又は他の不均一性をその多層の積み重ね体にもたらす。液体前駆体は、例
えば、ライナーが積み重ね体を圧縮する下流方向に沿った位置で回転ビーズを形成するこ
とがあり、それは多層の積み重ね体に乱流を導入し、最終的に層の混合につながり得る。
フィルムと露出した上面との間に空間が残ると、酸素が上層の表面に接近することが可能
になり、前駆体の硬化を妨げ得る。また、かかる場合では、フィルムが多層の積み重ね体
を圧縮する状況と比較して、上層の表面があまり滑らかでない、すなわちより高い表面粗
さＲａを示すことも、一般に観察される。また、気泡の形成が上層で観察される。
【０００８】
　多層フィルムの事前計量ダイコーティングプロセスは同様に、例えば、欧州特許第０，
８０８，２２０号（Ｌｅｏｎａｒｄ）、米国特許第５，９６２，０７５号（Ｓａｒｔｏｒ
ら）、米国特許第５，７２８，４３０号（Ｓａｒｔｏｒら）、欧州特許第１，５３８，２
６２号（Ｍｏｒｉｔａら）、及びドイツ特許第１０１　３０　６８０号にも開示されてい
る。米国特許第２００４／０，０２２，９５４号は、コーティング層を、それらが移動す
るウェブ基材へと一緒に運ばれる前にまず重畳する、事前計量コーティングプロセスを開
示している。類似のコーティングプロセスは、米国特許第４，１４３，１９０号に開示さ
れる。
【０００９】
　国際特許第０１／８９，６７３－Ａ号（Ｈｏｏｌｓ）は、２つ以上のポリマー溶液を支
持体の上に共鋳造する、多層多孔質膜を形成するプロセスを開示している。重畳層は次に
、相分離を生じさせるために凝固槽の中へと浸され、続いて多孔質膜を形成するために乾
燥される。凝固は、凝固槽に初めに接触する液体フィルム表面から発生し、その後、多層
の液体層の層を通して凝固は拡散する。拡散及び凝固プロセスは、重畳層間の境界面での
混合をもたらす。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本開示は、それぞれ、最先端のプロセスの欠点を示さない、又はより低範囲の欠点のみ
を示す少なくとも２つの重畳ポリマー層を備える多層フィルムを形成する、費用効果があ
り、安定した連続プロセスを提供する。本開示はまた、多目的で柔軟であり、また少なく
とも２つのポリマー層を備える複雑な構造体の容易な生産を可能にする、多層フィルムを
形成する方法も提供する。本開示はまた、多層フィルムの硬化性前駆体に固体フィルムと
して初めに含まれていた更なる層を任意で含む、多層フィルムも供給する。加えて、本開
示は、例えば、多層フィルムを通る可視光線の透過範囲によって評価されるときに有利な
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光学的性質を伴う、多層フィルムを供給する。
【００１１】
　本開示の他の目的は、以下に提供される本開示の詳細な説明から、当業者にとって明ら
かとなるであろう。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本開示は、少なくとも２つの重畳ポリマー層を備える多層フィルムを形成する連続自己
計量プロセスであって、
　（ｉ）基材を供給する工程と、
　（ｉｉ）基材の表面に垂直なギャップを形成するように、基材から、互いに独立してオ
フセットされる、２つ以上のコーティングナイフを提供する工程と、
　（ｉｉｉ）基材をコーティングナイフに対して下流方向に移動させる工程と、
　（ｉｖ）ポリマーの硬化性液体前駆体を、コーティングナイフの上流面に供給し、それ
によって、２つ以上の前駆体を、基材上に重畳層としてそれぞれのギャップを通してコー
ティングする工程と、
　（ｖ）任意に、１つ以上の固体フィルムを供給し、これらを、隣接した下ポリマー層の
形成と本質的に同時に適用する工程と、
　（ｖｉ）このようにして得られた多層フィルムの前駆体を、硬化させる工程と、
　を含み、硬化性液体前駆体の下層が、硬化性液体前駆体の下層を本質的に露出すること
なく、硬化性液体前駆体又は固体フィルムの隣接した上層によってそれぞれ被覆される、
プロセスに関する。
【００１３】
　本開示はまた、剥離ライナーが、前記方法の工程（ｖ）で、多層フィルムの前駆体の上
層の露出面に、かかる上層の形成と本質的に同時に取り付けられる、上述の方法によって
得ることができる、多層フィルムに関する。これらの多層フィルムは、好ましくは、光透
過性であり、それぞれが可視光線に対して少なくとも８０％の透過率を有する少なくとも
２つの重畳ポリマー層を備え、それによって、かかる多層フィルムの光透過率は、剥離ラ
イナーが多層フィルムの前駆体の上層の形成に対して下流の位置で、上層表面の露出面に
取り付けられるという点で、上述の方法とは異なる方法によって得られる比較多層フィル
ムの透過率より高い。比較多層フィルムの透過率に対する本開示の前記多層フィルムの透
過率の比率は、好ましくは少なくとも１．００２である。
【００１４】
　本開示は更に、少なくとも２つの重畳ポリマー層を備える光透過性多層フィルムであっ
て、その外層のうちの一方が少なくとも１つのエチレン性不飽和ウレタン化合物を含む液
体前駆体の重合から得ることができるポリウレタンポリマーを含み、もう一方の反対側の
外層が接着剤を含み、接着外層の反対側の外層に垂直に衝突し、多層フィルムの、接着性
外層の反対側の外層に垂直に衝突しかつ多層フィルムを通って透過するλ＝６３５ｎｍの
波長の平面波面から生じる波面の最大波面収差が、透過される波面の最高最低差値として
測定したときに、６λ（＝３，８１０ｎｍ）未満である、光透過性多層フィルムに関する
。少なくとも２つの重畳ポリマー層はそれぞれ、好ましくは、可視光線に対して少なくと
も８０％の透過率を有する。接着剤は、好ましくは（メタ）アクリレート系感圧接着剤で
ある。
【００１５】
　本開示は、好ましくは、上述の方法によって得ることができる光透過性多層フィルムと
、ガラス基材とを備えるアセンブリであって、多層フィルムが、それぞれが可視光線に対
して少なくとも８０％の透過率を有する少なくとも２つの重畳ポリマー層を備え、多層フ
ィルムの外層のうちの一方が接着層であり、それを介して多層がガラス基材に取り付けら
れ、接着外層の屈折率が、多層フィルムの反対側の外層の屈折率より低い、アセンブリに
関する。好ましい実施形態では、接着層と反対側の外層の屈折率の差は、０．０３０未満
である。
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【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本開示において有用なコーティング装置の概略図。
【図２ａ】本開示において使用され得るコーティングナイフの概略断面図。
【図２ｂ】本開示において使用され得るコーティングナイフの概略断面図。
【図３】多層フィルムの上面に垂直に衝突し、多層フィルムを通して透過する、平面波面
から生じる波面の波面収差を測定する方法の概略図。
【図４】後述の実施例２に従って調製される多層フィルムの断面マイクロ写真。
【図５】後述の実施例５に従って調製される多層フィルムの断面マイクロ写真。
【図６】後述の実施例１１に従って調製される多層フィルムの断面マイクロ写真。
【図７ａ】後述の実施例１２に従って調製される多層フィルムの、異なる倍率でとられた
断面マイクロ写真。
【図７ｂ】後述の実施例１２に従って調製される多層フィルムの、異なる倍率でとられた
断面マイクロ写真。
【図８】実施例１３に従って調製される多層フィルムの断面マイクロ写真。
【図９ａ】ガラスプレート基準に関するＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒ試験画像。
【図９ｂ】実施例２２の多層フィルムに関するＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒ試験画像。
【図９ｃ】比較例１ａのフィルムに関するＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒ試験画像。
【図９ｄ】比較例１ｂのフィルムに関するＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒ試験画像。
【図９ｅ】比較例１ｃのフィルムに関するＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒ試験画像。
【図９ｆ】実施例２３の多層フィルムに関するＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒ試験画像。
【図９ｇ】実施例２４の多層フィルムに関するＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒ試験画像。
【図９ｈ】比較例２ａのフィルムに関するＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒ試験画像。
【図９ｉ】比較例２ｂのフィルムに関するＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒ試験画像。
【図１０】実施例２４で使用されるコーティング装置の概略図。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　本開示の連続自己計量コーティングプロセスでは、ポリマー材料の２つ以上の硬化性液
体前駆体が基材上へコーティングされ硬化されて、少なくとも２つの重畳ポリマー層を備
える多層フィルムが供給される。
【００１８】
　上述及び後述で使用されるとき、重畳という用語は、２つ以上の、ポリマーの液体前駆
体の層又は多層フィルムのポリマー層が、それぞれ、互いの上に配置されることを意味す
る。重畳液体前駆体層は、下層の上面が上層の下面に当接するように、互いに直接隣り合
って配置されてもよい。別の配置では、重畳液体前駆体層は互いに当接せず、しかし、１
つ以上の液体前駆体層、及び／又は１つ以上の固体フィルム若しくはウェブによって、互
いから分離している。
【００１９】
　上述及び後述で使用されるとき、隣接したという用語は、互いに直接隣り合って配置さ
れる、すなわち、互いに当接する、前駆体多層フィルム又は硬化多層フィルム内の２つの
重畳層を指す。
【００２０】
　上層及び底層という用語は、上述及び後述において、それぞれ、多層フィルムの形成プ
ロセスにおける、前駆体層を支える基材の表面に対する液体前駆体層の位置を意味するよ
うに使用される。基材表面に隣り合って配置される前駆体層は、底層とされ、基材表面に
垂直な方向に基材表面から最も離れて配置される前駆体層は、上層とされる。多層フィル
ムの生産方法の記述と併せて上述及び後述で使用される上層及び底層という用語は、それ
自体は多層フィルムに関して明確な意味を持たないということに留意するべきである。底
層という用語は、本開示の方法に関して、コーティング装置の基材に隣接した層として明
確に定義される。同様に、底層の反対側にあり、またこの方法の中で最後に適用される多
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層フィルムの前駆体の外層は、上述及び後述において明確に上層とされる。これに反して
、硬化多層フィルム自体について述べるときは、その２つの対向する最外層は、明瞭化の
理由のため、上述及び後述において外層と称される。
【００２１】
　同様に、重畳及び隣接したという用語は、それぞれ、硬化ポリマー層及び硬化多層フィ
ルムに対して適用される。
【００２２】
　上述及び後述で使用されるとき、前駆体という用語は、硬化することによって多層フィ
ルムの対応するポリマー層のポリマーを得ることができる材料を意味する。前駆体という
用語はまた、硬化することによって本開示の多層フィルムを得ることができる液体前駆体
の少なくとも２つの層を備える、層の積み重ね体を意味するようにも使用される。硬化は
、紫外線、γ（ガンマ）線、若しくはｅビーム放射線などの化学線で硬化することによっ
て、又は熱硬化によって、達成することができる。
【００２３】
　本開示のプロセスは、上に液体前駆体の２つ以上の層がコーティングされる基材と、多
層フィルムの前駆体を受容する基材の表面から、互いに独立してオフセットされる、２つ
以上のコーティングナイフとを採用して、基材の表面に垂直にギャップを形成する。
【００２４】
　基材が移動していく方向は、上述及び後述において下流方向と称する。上流及び下流と
いう相対的な用語は、基材の延長に沿った位置を説明する。第１のコーティングナイフに
対して下流の位置に配置される第２のコーティングナイフは、上述及び後述において省略
して、第１の（上流）コーティングナイフに対して、下流コーティングナイフとも称され
る。
【００２５】
　本開示において有用なコーティングナイフはそれぞれ、上流側（又は、面）と、下流側
（又は、面）と、多層フィルムの前駆体を受容する基材の表面に面する底部とを有する。
ギャップは、コーティングナイフの底部と基材の露出面との間の最小距離として測定され
る。ギャップは、横方向において（すなわち、下流方向に垂直な方向において）本質的に
均一であってよく、又は横方向において、それぞれ、継続的に又は非継続的に変化しても
よい。
【００２６】
　長手方向におけるコーティングナイフの底部の断面プロファイルは、前駆体層が形成さ
れ、余分な前駆体が除去（doctored off）されるように設計される。かかる断面プロファ
イルは幅広く異なることができ、例えば、本質的に平面、曲面、凹状、又は凸状であって
よい。プロファイルは、尖っていても四角くてもよく、又はいわゆるブルノーズを提供す
る小さい曲率半径を有してもよい。ナイフ縁部での前駆体層の後縁の引っかかりを回避す
るため、フック型プロファイルが使用されてもよい。ブルノーズ型、すなわち半径型プロ
ファイルを有するコーティングナイフが、例えば、図２ａ及び２ｂに示される。
【００２７】
　コーティングナイフは、ウェブの表面に本質的に垂直に配置されてもよく、又は傾斜さ
れてもよく、それによりウェブとコーティングナイフの下流面との間の角度は、好ましく
は５０°～１３０°、より好ましくは８０°～１００°である。
【００２８】
　コーティングナイフの底部は、好ましくは、下流方向に本質的に垂直な方向に少なくと
もコーティングの所望の幅にわたって延在するように、選択される。コーティングナイフ
は、好ましくは、基材がコーティングナイフの横方向に延在する縁部とローラーとの間を
通過するように、ロールの反対側に配置される。したがって、基材は、基材が下流方向に
垂直な方向に弛まないよう、ローラーによって支持される。この配置では、コーティング
ナイフと基材の表面との間のギャップは、正確に調整されることができる。コーティング
ナイフが支持されない配置で使用される場合、基材はそれ自体の張力によって定位置に保
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持されるが、下流方向に垂直な方向にいくらか弛む可能性がある。基材の弛みは、コーテ
ィングナイフを、隣接したローラー間で、基材の短い範囲にわたって配置することによっ
て、最小化することができる。連続した基材が使用される場合、エンドレスコンベヤーベ
ルトの上にそれを誘導することによって、弛みを更に最小化することができる。弛みを回
避／最小化する別の選択肢は、基材を剛体面上で誘導することである。
【００２９】
　本開示において有用なコーティングナイフは固体であり、それらは剛性であっても可撓
性であってもよい。それらは、好ましくは、金属、ポリマー材料、ガラス、又はそれと同
様のもので製造される。可撓性コーティングナイフは比較的薄く、好ましくは、下流方向
に０．１～０．７５ｍｍの厚さであり、好ましくは、ステンレス鋼又はバネ鋼などの可撓
性鋼で製造される。剛性コーティングナイフは、金属材料又はポリマー材料で製造される
ことができ、通常は少なくとも１ｍｍ、好ましくは少なくとも３ｍｍの厚さである。コー
ティングナイフは、張力をかけられ、また基材に面し横方向に延在するコーティング縁部
を提供するようにローラー、バー、ロッド、ビーム、又はそれと同様のものによって適切
に屈折される、連続的に供給されるポリマーフィルムによって、提供されてもよい。所望
ならば、ポリマーフィルムは、同時に剥離ライナーとして又は多層フィルムの前駆体に組
み込まれた固体フィルムとして使用されてもよい。
【００３０】
　本開示において、硬化性液体前駆体の下層（すなわち、上層とは異なる任意の層）は、
それぞれ硬化性液体前駆体又は固体フィルムの隣接した上層で、本質的にその開始からコ
ーティングされる。したがって、下硬化性液体前駆体層は、この下硬化性液体前駆体層を
本質的に露出することなく、それぞれ硬化性液体前駆体層の隣接した上層によって又は固
体フィルムによって、直接に被覆される。固体フィルムは、好ましくは、同様に硬化性液
体前駆体の下層を提供するコーティングナイフの上流側に沿って適用される。このように
、フィルムは、下層の上面に本質的にこの層の形成の間に取り付けられ、下層は露出され
ない。硬化性液体前駆体の上層をこの下層の上面に、下層のかかる上面を露出させること
なく直接に付着させることは、２つの層を形成する２つのコーティングナイフを適切に配
置することによって達成され得る。一実施形態では、液体前駆体は、下流方向に互いに当
接する２つのコーティングステーションを介して適用され、それによってコーティングチ
ャンバの後壁は、それぞれコーティングナイフを備えるか又は形成する。したがって、対
応するコーティングナイフによって形成されるとき、下層は対応するコーティングチャン
バに含まれる上層の硬化性液体前駆体で、直接に被覆される。通常、上層を形成するコー
ティングナイフは、下層が、対応するコーティングナイフでのその形成の際に、上層を形
成する硬化性液体前駆体で本質的に直接に被覆されるように、配置される必要がある。
【００３１】
　別の実施形態では、固体フィルム、特に剥離ライナーなどは、上層の露出面に、かかる
上層の形成と本質的に同時に、適用される。固体フィルムは、例えば、コーティング装置
の最も下流のコーティングナイフ（すなわち、後壁）の上流面に沿って、適用され得る。
本実施形態では、固体フィルムは、上層の露出面に滑らかにぴったり取り付けられ、それ
によって、それぞれ、上層又は多層の積み重ね体の圧縮や、又は固体フィルムと上層の露
出面との間の空気の含有を回避する。
【００３２】
　本発明者は、かかる理論によって束縛されることを望みはしないが、コーティングナイ
フを用いて、固体フィルム又は隣接した上層を形成する液体前駆体をそれぞれ、下層の形
成と本質的に同時に下液体前駆体層上へ上述のように付着させることは、優れた性質によ
って特徴付けられる多層フィルムをもたらすことが推測される。本開示の多層フィルムは
、それぞれ、例えば、隣接した層又はフィルム間の明確に画定された比較的はっきりした
境界面、及び隣接した層又はフィルムの強固な固定との両方を示し、その結果、本開示の
フィルムは、対応する層の積層化によって得られる対応するフィルムよりも高いＴ－剥離
強度を通常示す。本開示の多層フィルムは更に、高い光透過率、低い色ずれ、及び多層フ
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ィルムを通るその透過後に垂直に衝突する平面波面から生じる波面の低い最大収差などの
、優れた光学的性質を示す。
【００３３】
　本開示の一実施形態において、多層フィルムの前駆体は、１つ以上のコーティングステ
ーションを備えるコーティング装置を使用することによって得られる。コーティングステ
ーションは、１つ以上のコーティングチャンバと、所望であれば、最上流のコーティング
チャンバに対して上流に回転ビーズとを備えてもよい。コーティングチャンバはそれぞれ
、液体前駆体が互いの上に重畳する層として適用されるように、コーティングチャンバの
下を移動する基材の方を向いた開口部を有する。回転ビーズの液体前駆体は、例えば、最
上流のコーティングナイフの上流面を介して、適用される。
【００３４】
　コーティングチャンバはそれぞれ、好ましくは下流方向に対して本質的に横方向に延在
する、上流壁及び下流壁を有する。それぞれ、コーティング装置の最上流壁は前壁とも称
され、また最下流壁はコーティング装置の後壁とも称される。２つ以上のコーティングチ
ャンバが存在する場合、上流コーティングチャンバの下流壁は、好ましくは、隣接する下
流コーティングチャンバの上流壁と本質的に当接する配置にある。このことは、上流コー
ティングチャンバの下流壁とその隣接したコーティングチャンバの上流壁との間の距離が
、好ましくは２．５ｍｍ未満であり、より好ましくは１ｍｍ未満であり、特に好ましくは
これらの壁の間に全く距離がないことを意味する。特定の一実施形態では、上流コーティ
ングチャンバの下流壁と隣接した下流コーティングチャンバの上流壁とは１つの壁に統合
され、これは上述及び後述において中間壁と称される。
【００３５】
　下流壁はそれぞれ、基材に面するコーティングナイフを備える。コーティングナイフは
、上に液体前駆体が取り付けられる基材の露出面の上方に配置され、それによって、基材
に面するコーティングナイフの底部と、基材の露出面、又は先に取り付けられた液体前駆
体（単数又は複数）の露出層との間に、それぞれ隙間を提供する。基材の表面に垂直な方
向で測定されるとき、コーティングナイフの底部と基材の表面との間の距離は、上述及び
後述においてギャップと称される。液体前駆体は、コーティングチャンバから、それぞれ
のコーティングナイフの上流側へ供給される。コーティングナイフと基材の表面との間の
ギャップは、例えば、下流方向の基材の速度、それぞれ既に適用された液体前駆体層又は
固体フィルムの基材に垂直な厚さ、それぞれのギャップを介して適用される液体前駆体の
粘度、既に適用された液体前駆体の粘度、コーティングナイフの種類、形体、及びプロフ
ァイル、コーティングナイフが基材の垂線に対して配向される角度、下流方向のコーティ
ング装置の延長部に沿ったナイフの位置、並びに基材の種類を含む他のパラメータと併せ
て、対応するコーティングの厚さを調節するように調整される。
【００３６】
　コーティングナイフはそれぞれ、それぞれの下流壁に取り付けられた別個の要素であっ
てよく、又は下流壁を形成してもよい。また、１つ以上の下流壁が、剥離フィルムなどの
固体フィルムとして供給されることも可能である。
【００３７】
　ナイフプロファイルは、異なるナイフプロファイルを有するいくつかのコーティングナ
イフを備える回転可能なコーティングナイフデバイスを使用することによって、コーティ
ングチャンバを通して供給される特定の液体前駆体に対して、最適化されることができる
。したがって、当業者は、後壁、前壁、又は中間壁として使用されるコーティングナイフ
を、異なるコーティングチャンバ内で、それぞれに迅速に変更することができ、特定の多
層フィルムを生産するために、コーティング装置内のコーティングナイフプロファイルの
最適な順序を評価することができる。
【００３８】
　本開示において有用なコーティング装置が１つのコーティングチャンバしか備えていな
い場合、コーティングチャンバの上流壁及び下流壁の両方が、それぞれ、コーティングナ
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イフを備えるか、又は形成する。液体前駆体は、例えば、いわゆる回転ビーズによって前
壁の上流縁へ供給されてもよく、又は任意の種類のホッパーによって供給されてもよい。
【００３９】
　本開示のコーティング装置が２つ以上のコーティングチャンバを備える場合、前壁は、
コーティングナイフを形成してもしなくてもよい。前壁がコーティングナイフを形成しな
い場合は、それは基材に面する前壁の底部の横の延長部と基材の露出面との間に本質的に
いかなるギャップもないように配置されることができ、その結果、液体前駆体の上流の漏
れが低減及び／又は最小化される。前壁がコーティングナイフである場合、その底部のプ
ロファイルは、第１の上流コーティングチャンバ内に収容される液体前駆体の上流の漏れ
を抑制するように形成され得る。これは、例えば、基材に面する前壁の横方向に延在する
縁部の本質的に半径型のプロファイルを使用することによって、達成され得る。
【００４０】
　コーティングチャンバはそれぞれ、下流壁、上流壁、及び本質的に下流方向に延在する
２つ以上の側壁を有し、それによって、上流チャンバの下流壁及び隣接する下流チャンバ
の上流壁は、１つの中間壁に統合されてもよい。コーティングチャンバの下流方向の断面
は幅広く変化してもよく、例えば、正方形、矩形、多角形、又は規則的若しくは不規則な
曲面であってもよい。下流壁、上流壁、及び／又は側壁は、別個の要素として存在しても
よいが、例えば、コーティングチャンバが１つの部品として形成されるか、又は上流壁及
び側壁が、例えば、下流壁コーティングナイフから分離した１つの部品として形成される
ことも可能である。下流壁であるコーティングナイフが、例えば、回転可能なコーティン
グナイフデバイスによって容易に交換され得るように、下流壁が別個の要素又は部品であ
ることが一般に好ましい。コーティング装置が２つ以上のコーティングチャンバを備える
場合、それらのそれぞれの断面は、好ましくは、隣接したコーティングチャンバが、下流
方向に本質的に当接する構成で配置され得るように選択される。コーティングチャンバの
上流壁及び下流壁は、好ましくは、下流方向に対して横の方向に本質的に直線である。
【００４１】
　コーティングチャンバの下流方向の延長、すなわち、コーティングチャンバの前壁と後
壁との間の距離は、好ましくは２ｍｍ～５００ｍｍであり、より好ましくは５～１００ｍ
ｍである。本発明者は、かかる理論によって束縛されることを望みはしないが、前壁と後
壁との間の距離が小さすぎると、ギャップに向かう液体前駆体の流れは不安定になりがち
であり、これは例えば、筋又は「刷毛目」などの望ましくないコーティング欠陥をもたら
すことが推測される。コーティングチャンバの前壁と後壁との間の距離が大きすぎると、
ギャップに向かう液体前駆体の連続的な流れが断絶することがあり、その結果、移動する
基材の連続的なコーティングが中断する、及び／又は混合が発生し得る。コーティングチ
ャンバ又はトラフの流量パターンは、米国特許第５，６１２，０９２号、４欄、５１行～
５欄、５６行において、より詳細に議論されている。この一節は、本明細書に参照により
援用される。
【００４２】
　コーティングチャンバの容積は、基材の表面に平行なそのそれぞれの断面、及び基材の
表面に垂直なそのそれぞれの高さによって規定される。コーティングチャンバの高さは、
好ましくは１０～１，０００ｍｍであり、より好ましくは２５～２５０ｍｍである。コー
ティングチャンバの容積は、好ましくは、下流方向に対して交差するコーティング幅に応
じて選択される。
【００４３】
　コーティングチャンバは、液体前駆体の粘度が必要に応じて制御及び調整され得るよう
に、加熱又は冷却手段が取り付けられてもよい。
【００４４】
　液体前駆体は、好ましくは周囲気圧下で適用され、その結果、前駆体の容積流量が、基
材の、また任意で前駆体多層フィルムの中へ導入される固体フィルム又はウェブの動きの
結果として、前駆体上に作用する剪断力から主に得られる。液体前駆体の容積流量は、そ
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れぞれのコーティングチャンバ内に含まれる前駆体の静水圧によって支持される。本開示
の方法では、静水圧から得られる力は、抵抗力、又は移動する基材、及び任意に移動する
固体フィルムによってかけられる力と比較して、低いことが好ましい。コーティングチャ
ンバ内の液体前駆体の高さは、好ましくは、かかる高さが、コーティングプロセス全体を
通して、少なくとも下流方向のコーティングチャンバの幅に一致するように制御される。
コーティングチャンバ内の液体前駆体の高さが、下流方向のコーティングチャンバの幅よ
り小さい場合、かかるコーティングチャンバを介して適用される前駆体と隣接した下前駆
体層との部分的混合が発生し得る。それぞれのコーティングチャンバ内の液体前駆体の高
さは、好ましくは、本質的に一定に保たれる。
【００４５】
　コーティングチャンバは、空気、又は窒素若しくはアルゴンなどの不活性ガスで加圧さ
れることも可能である。コーティング装置は、コーティングチャンバが、別々に及び単独
に加圧され得るように装備されてもよく、それは、例えば、異なる液体前駆体間の粘度の
差、又はコーティングチャンバ内の液体前駆体カラムの高さの差を平衡させるために望ま
しい場合がある。好ましくは、コーティングチャンバは、液体前駆体が、その液体前駆体
の上部に配置されるガス雰囲気を介して加圧されるように、それぞれの液体前駆体で完全
には充填されない。それぞれの液体前駆体上にかかる総過剰圧は、プロセスが自己計量方
式で進行し続けるように、すなわち、前駆体の湿式コーティング厚と基材のダウンウェブ
速度との間にいかなる反比例もないように選択される。それぞれの液体前駆体上にかかる
総過剰圧は、好ましくは０．５バール（５０ｋＰａ）未満であり、より好ましくは０．２
５バール（２５ｋＰａ）以下である。特に好ましい実施形態では、ガス過剰圧は印加され
ず、すなわち、本開示のプロセスは好ましくは周囲条件下で進行する。
【００４６】
　基材は、下流方向に対して垂直な方向に互いに重畳される、液体前駆体の２つ以上の一
連の層を受容するように、コーティングナイフに対して下流方向に移動される。
【００４７】
　基材は、硬化後にそこから多層フィルムが分離及び除去される、一時的な支持体であっ
てもよい。一時的な支持体として使用されるとき、基材は、好ましくは、硬化多層フィル
ムを基材からきれいに除去することを可能にするように適合される剥離被覆面を有する。
一時的な支持体を提供するとき、基材が、例えば、保管のためにそれを巻き上げるときに
、多層フィルムに取り付けられたままであることが望ましい場合がある。これは、例えば
、多層フィルムの底層が、感圧接着層などの接着層である場合である。剥離被覆基材は、
感圧接着層の表面を、例えば汚染から保護し、多層フィルムがロールに巻き取られること
を可能にする。一時的な基材は、その後、例えば多層フィルムを表面に取り付けるときに
、最終ユーザーによって多層フィルムから単に除去される。基材に面する多層フィルムの
第１の層の表面が保護される必要のない他の実施形態では、一時的な支持体を提供する基
材は、前駆体層の硬化の後で、多層フィルムを保管する前に、除去され巻き取られてもよ
い。別の実施形態では、一時的な支持体を提供する基材は、好ましくは露出した剥離面を
有するエンドレスベルトによって供給されてもよい。液体前駆体層の積み重ね体を硬化し
た後に得られた多層フィルムは、エンドレスベルトから分離され、例えば巻き取られるこ
とができる。
【００４８】
　別の方法としては、基材は、得られる多層フィルムに層として統合され得る。かかる場
合では、基材はフィルム又はウェブとして連続して送り込まれ、液体前駆体層の硬化の後
に、多層フィルムの一部として収集される。基材の表面は、好ましくは、例えば、硬化ポ
リマー底層の基材への固定を促進するように、コロナ処理を受けてもよい。下ポリマー層
の基材への固定はまた、下液体前駆体層の基材へのコーティングの前に、いわゆる結合層
（tie layer）を基材の表面に適用することによっても改善され得る。本開示において好
適な結合層には、例えば、３Ｍ　Ｃｏ．から市販されているポリアミド系プライマーであ
る、３Ｍ　Ｐｒｉｍｅｒ　４２９７、又は活性物質としてアクリルポリマー及び塩素化ポ
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リオレフィンを含有するプライマーであり、３Ｍ　Ｃｏ．から市販されている、３Ｍ　Ｐ
ｒｉｍｅｒ　４２９８が挙げられる。
【００４９】
　一時的な基材として、又は多層フィルムへ組み込まれる基材としての両方に好適な基材
は、それぞれ、ポリマーフィルム若しくはウェブ、金属フィルム若しくはウェブ、織布ウ
ェブ若しくは不織布ウェブ、ガラス繊維強化ウェブ、炭素繊維ウェブ、ポリマー繊維ウェ
ブ、又はガラス、ポリマー、金属、炭素繊維、及び／若しくは天然繊維のエンドレスフィ
ラメントを含むウェブを含む群から選択され得る。基材上に底層として適用される液体前
駆体の性質によって、及び基材が一時的な支持体として使用されるか、又は多層フィルム
の一体層として使用されるかによって、当業者は、いかなる発明的情報もなしに、基材表
面の処理が必要であるか、又は望ましいかを決定することができる。本発明者は、本開示
の方法が、基材の露出面の粗さには比較的反応しにくいことを見出した。表面粗さは、算
術平均表面粗さＲａによって特徴付けることができ、例えば、レーザ形状測定によって測
定することができる。不織ウェブが、１０～１５０μｍ、より好ましくは１５～１００μ
ｍのＲａ値を有し得るのに対して、本開示での使用に好適なポリマーフィルムは、例えば
、１～２０μｍ、より好ましくは１～１０μｍのＲａ値を有し得る。本開示の方法によっ
て得ることができる多層フィルムは、基材の表面粗さＲａから本質的に独立した、下流方
向のウェブの延長に沿って均質な厚さの下ポリマー層を示す。下流方向に対して垂直な方
向の、下ポリマー層の厚さの平均偏差は、好ましくは、任意に選択された１０ｍｍの距離
にわたって、１０％未満、より好ましくは５％未満、特に好ましくは２．５％未満である
。
【００５０】
　基材が一時的な支持体として使用される場合、コーティングナイフに面するその任意で
剥離処理される表面は、好ましくは、基材に適用される液体前駆体に関して本質的に不浸
透性である。
【００５１】
　基材が、多層フィルムの前駆体の硬化後に多層フィルムの一体部分を形成する場合は、
基材の任意で処理される表面が、下前駆体層に関して本質的に不浸透性であるか、又は下
液体前駆体が、硬化前に基材の反対側の表面に少なくとも移動しないことも、それぞれ望
ましい。特定の多孔性を有する基材、例えば、不織布基材又は紙などの場合では、第１の
ポリマー層と基材の表面との間の境界面固定が改善されるように、液体前駆体は、表面領
域内へ、また基材のバルク内へ、それぞれ浸透することが望ましい場合がある。所定の基
材に対する液体前駆体の浸透又は移動挙動は、例えば、液体前駆体の粘度及び／又は基材
の多孔性によって影響され得る。
【００５２】
　基材に対して垂直な液体前駆体層の厚さは、主に、コーティングナイフの底部と基材の
表面との間のギャップ、液体前駆体のそれぞれの粘度、及び基材の下流速度に影響される
。
【００５３】
　液体前駆体層の厚さは、好ましくは、それぞれ独立して２５μｍ～３，０００μｍ、よ
り好ましくは７５μｍ～２，０００μｍ、特に好ましくは７５μｍ～１，５００μｍであ
る。コーティング層の望ましい厚さは、例えば、液体前駆体及び得られる硬化ポリマー層
の性質による。
【００５４】
　前駆体層の所望の厚さ値を提供するのに必要とされるギャップ幅は、コーティングナイ
フのプロファイル、基材に対して垂直なコーティングナイフの角度、基材の下流速度、コ
ーティングされる液体前駆体の層の数、液体前駆体の粘度の絶対値、及び隣接する層内に
存在する液体前駆体の絶対粘度値に対する特定の前駆体の粘度の絶対値の比率などの、種
々の要因による。通常、ギャップ幅は、かかるギャップによって調節される液体前駆体の
それぞれの層の所望の厚さよりも大きい必要がある。例えば、Ｋｉｒｋ－Ｏｔｈｍｅｒ，
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Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，４ｔｈ　
ｅｄ．，ｅｄ．ｂｙ　Ｊ．Ｋｒｏｓｃｈｗｉｔｚ　ｅｔ　ａｌ．，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，１
９９３，ｖｏｌ．６，ｐ．６１０には、経験則として、基材に対して垂直に配置され、ま
た正方形プロファイルが基材に対して平行に配置された横方向に延在する底部を有する、
コーティングナイフによって得られる液体前駆体層の厚さは、広範囲の基材速度に関して
ギャップの約半分の幅であることが開示されている。
【００５５】
　ギャップ幅は、それぞれの場合において、基材に面するコーティングナイフの底部と基
材の露出面との間の最短距離として測定される。ギャップは、好ましくは、５０μｍ～３
，０００μｍ、より好ましくは１００μｍ～２，５００μｍの値に調整される。
【００５６】
　２５℃での液体前駆体のブルックフィールド粘度は、好ましくは１００～５０，０００
ｍＰａ・ｓであり、より好ましくは５００～３０，０００ｍＰａ・ｓであり、特に好まし
くは５００～２５，０００ｍＰａ・ｓである。液体前駆体が、例えば、色素、又は熱伝導
性及び／若しくは導電性粒子などの固体粒子を含む場合、液体前駆体の粘度は、好ましく
は１，０００～３０，０００ｍＰａ・ｓであり、より好ましくは３，０００～２５，００
０ｍＰａ・ｓである。
【００５７】
　本発明者は、より低いブルックフィールド粘度を有する液体前駆体は、より速く、また
より薄くコーティングできることを見出した。５００μｍ未満の液体前駆体の層厚が要求
される場合、液体前駆体のブルックフィールド粘度は、好ましくは１５．０００ｍＰａ・
ｓ未満であり、より好ましくは、５００ｍＰａ・ｓ～１２．５００ｍＰａ・ｓである。
【００５８】
　液体前駆体の粘度が約１００ｍＰａ・ｓ未満の場合、コーティングされた層は不安定に
なりがちであり、前駆体層の厚さは制御することが困難であり得る。液体前駆体の粘度が
約５０．０００ｍＰａ・ｓより高い場合、均質なフィルムのコーティングは、高粘度によ
って誘発される高剪断力のため、困難になりがちである。液体前駆体が、硬化性モノマー
及び／又はオリゴマーを含む場合、前駆体の粘度は、前駆体を部分的に重合して所望の被
覆性を提供することによって、上記の範囲内に制御された方法で、増大されてもよい。別
の方法としては、液体前駆体の粘度は、ヒュームドシリカなどのチキソトロープ剤、及び
／又はブロックコポリマー（ＳＢＲ、ＥＶＡ、ポリビニルエーテル、ポリアルファオレフ
ィン）、シリコーン、若しくはアクリルなどのポリマー添加物を添加することによって、
増大及び調整されてもよい。液体前駆体の粘度はまた、例えば、硬化性モノマー及び／又
はオリゴマーの量を増大することによって、減少されてもよい。
【００５９】
　液体前駆体層の積み重ね体の中において、２５℃での第１のブルックフィールド粘度を
有する液体前駆体の第１の上層の絶対及び／又は相対厚さは、通常、第１の層に隣接し、
またその前駆体が前記第１の前駆体のものより低い２５℃での第２のブルックフィールド
粘度を有する液体前駆体の第２の層の絶対及び／又は相対厚さと比較して、基材の下流速
度の増大に伴って増大することが見出された。特定の液体前駆体層の相対厚さという用語
は、硬化前の液体前駆体層の完成した積み重ね体の厚さ、すなわち、前駆体多層フィルム
の厚さに対するこの前駆体層の厚さの比率として定義される。
【００６０】
　更に、上液体前駆体層の液体前駆体のブルックフィールド粘度と、前駆体層の積み重ね
体内の隣接した下液体前駆体層との比率は、好ましくは０．１～１０であり、より好まし
くは０．２～７．５であることも見出された。かかる比率がこれらの好ましい範囲外であ
ると、かかる液体前駆体層の厚さは、下流方向において不均質になり得ることが見出され
た。
【００６１】
　基材の下流速度は、好ましくは０．０５～１００ｍ／分であり、より好ましくは０．５
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～５０ｍ／分であり、特に好ましくは１．５～５０ｍ／分である。基材の下流速度が０．
０５ｍ／分未満の場合、ギャップに向かう液体前駆体の流量は低速及び不安定になり、コ
ーティング欠陥をもたらす。基材の下流速度が１００ｍ／分より高い場合、前駆体層間の
境界面で乱流が発生することがあり、前駆体の粘度及びレオロジーに応じて、制御されな
い混合及び／又はコーティング欠陥をもたらし得る。
【００６２】
　本発明者は、液体前駆体の特定の粘度に対して、基材の下流速度を高すぎて選択すると
、コーティングの質が許容できないほど悪化する可能性があることを見出した。質の悪化
は、気泡の混入、又は筋状で不均一なコーティングの発生に反映され得る。コーティング
速度は、好ましくは、かかる層の積み重ね体中の全ての液体前駆体層が、均一にかつ高品
質でコーティングされるように、すなわち、速度に最も敏感な層が全体的な下流速度を決
定するように適合される。基材の下流速度が低く選択されすぎると、層厚の低減は、対応
するギャップ幅の低減のみによっては達成できなくなることがあり、下流速度の増大も必
要となり得る。本発明者は更に、基材の下流速度が、上記で指定される最大値と最小値と
の間で選択されることが好ましいことを見出した。かかる下流速度間隔では、液体前駆体
層の厚さは、下流速度の変動に比較的影響を受けず、その結果、液体前駆体層の厚さは、
ギャップ幅によって大きく調節され得る。
【００６３】
　本開示において好適な液体前駆体は、化学線への、具体的には、紫外線、γ線、及びＥ
ビームへの曝露によって、又は熱への曝露によって硬化され得る、広範囲の前駆体を含む
。液体前駆体は、好ましくは、可視光線に対して光透過性である。好ましい実施形態では
、本開示の多層フィルムに使用される前駆体は、３００μｍの厚さを有する前駆体の硬化
単一フィルムが、後述の試験の項で指定される試験方法に従って測定されるときに、可視
光線（Ｄ６５）に対して少なくとも８０％の透過率を示すように選択される。本開示の多
層フィルムで使用される前駆体は、単一の３００μｍ厚の硬化フィルムとして存在する場
合、より好ましくは少なくとも９０％、特に好ましくは少なくとも９５％の透過率を示す
。
【００６４】
　重畳ポリマー層の光透過率に起因する、可視光線に対する多層フィルムの光透過率は、
好ましくは、少なくとも８０％であり、より好ましくは少なくとも８５％であり、特に好
ましくは少なくとも９０％である。
【００６５】
　露出されない液体前駆体層の縮合分子は通常、多層フィルムから完全には排出され得な
いため、その硬化が水若しくはアルコール分子などの低分子量縮合分子の放出を含まない
、又はかかる放出を低量しか含まない前駆体が、通例好まれる。
【００６６】
　本開示の多層フィルムを形成する方法は、高度に多用途であり、目的にかなった性質を
有する広範囲の多層フィルムの製造を可能にする。
【００６７】
　本発明者は、かかる考察によって束縛されることを望みはしないが、本開示の方法は、
先行技術の方法では到達し得ない高品質の層流様式を確立することが推測される。
【００６８】
　先行技術において開示される多層フィルムを製造するための事前計量ダイコーティング
方法とは対照的に、本開示のプロセスは、液体硬化性前駆体の流量が主に剪断力に起因す
る自己計量プロセスである。これらは、下流方向に移動する基材又は既にそれに取り付け
られた層によって提供され、それによってそれぞれの液体前駆体上に抵抗流を与える。剪
断力はまた、存在する場合は、それぞれ、最初はコーティングナイフの上流側に沿って基
材に向かって移動し、次に、コーティングナイフの横方向に延在する縁部において偏向し
た後、下流方向に基材に対して平行に移動する固体フィルム（単数又は複数）によっても
提供される。これらの剪断力から得られる容積流量は、本質的に層流で安定しており、例
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えば、それぞれのギャップにおいて液体前駆体層を形成するときに発生し得るいかなる乱
流も、液体前駆体層及び任意で固体フィルム（単数又は複数）を互いの上に本質的に同時
に適用することによって、効果的に軽減されると考えられる。下液体前駆体層上に上方の
隣接した液体前駆体を本質的に同時に適用することは、好ましくは、コーティングナイフ
を適切に配置することによって提供される。仮に存在する場合、隣接した上固体フィルム
を本質的に同時に適用することは、好ましくは、下前駆体層を形成するコーティングナイ
フの上流面に沿ってかかるフィルムを誘導することによって提供される。
【００６９】
　多層フィルムを製造するための事前計量ダイコーティングプロセスでは、計量ポンプに
よって提供される容積流量は、ダイから出る流量に等しい。したがって、かかる流量は、
基材のダウンウェブ速度とは独立して本質的に一定であり、そのため基材の上にコーティ
ングされた前駆体層又は先行する前駆体層の厚さは、それぞれ、基材のダウンウェブ速度
に本質的に反比例する。それと対照的に、本開示の自己計量コーティングプロセスでは、
それぞれのコーティングナイフを介してウェブに適用される容積流量は一定ではなく、し
かしウェブ速度と共に変化し、コーティングされた前駆体層の湿厚さは、液体前駆体流量
と本開示のコーティング装置との相互作用により主に影響を受ける（Ｓ．Ｆ．Ｋｉｓｔｌ
ｅｒ　ｅｔ　ａｌ．、Ｌｉｑｕｉｄ　Ｆｉｌｍ　Ｃｏａｔｉｎｇ、ｌｏｃ　ｃｉｔ．、ｐ
．１０、左欄下部並びに第１２章及び第１３章を参照）。本開示において、容積流量は、
湿フィルム厚さと基材のダウンウェブ速度との間に反比例がないように、ウェブ速度の増
大に伴って増大する傾向がある。本開示の自己計量プロセスは、更に、コーティングナイ
フによって、移動するウェブに計量される、それぞれのコーティングチャンバ内の過剰の
液体前駆体の存在によって特徴付けられる。対照的に、事前計量ダイコーティングプロセ
スは一定の容積流量によって特徴付けられ、そのためポンプによって送られるものが、移
動するウェブに同様に適用される。したがって、本開示の自己計量プロセスは、先行技術
において使用される事前計量ダイコーティングプロセスとは根本的に異なる。
【００７０】
　本開示の方法によって得ることができる多層フィルムは、好ましくは、例えば、横方向
における硬化ポリマー層の本質的に均質な厚さなどの、本質的に均質な性質を示す。本発
明者には、本開示の剪断力様式によって確立される安定した流量パターンが、全ての前駆
体に関するコーティング幅にわたって本質的に一定な液体前駆体の流量履歴をもたらすこ
とが推測される。下流方向に対して垂直な方向の、多層フィルムの硬化層の厚さの平均偏
差は、好ましくは、任意に選択された１０ｍｍの距離にわたって５％未満、より好ましく
は２．５％未満、特に好ましくは２％未満である。硬化多層フィルムの優れた均一性は、
例えば、以下の図４～８の断面マイクロ写真から見てとれる。
【００７１】
　本開示の方法において、主に剪断力様式に起因する容積流量は、それぞれのコーティン
グナイフと基材との間のギャップ、コーティングナイフの互いに対する配置、コーティン
グナイフの底部の形状、基材の速度、及び硬化性液体前駆体の粘度によって主に制御され
る。これらのパラメータは容易に制御され、本質的に層流であり横方向に本質的に均質で
ある安定した流量パターンに悪影響を及ぼすことなく、幅広く変化され得る。本開示のプ
ロセスでは、それぞれのコーティングナイフと基材との間のギャップは、コーティングプ
ロセスの進行中に広範囲に変更及び調整され得る。したがって、本開示のプロセスは、現
況技術の湿前駆体層の多層の積み重ね体のための事前計量ダイコーティングプロセスと比
べ、より多用途で扱い易い。
【００７２】
　本開示の方法は、特異的な性質を備え、特に、具体的には可視光線に対する高い光透過
率などの好ましい光学的性質を備える新規な多層フィルムを提供する。本発明者は、かか
る理論によって束縛されることを望みはしないが、これは、隣接した層間の境界面で起こ
る微量拡散に起因すると推測される。
【００７３】
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　その一方、かかる微量拡散の範囲は、隣接した層の一体性に影響を及ぼさないように十
分に小さいと考えられる。これは、例えば、隣接した層間の明確に認識可能でくっきりし
た境界面を示す、図４～８のマイクロ写真から見てとれる。これは、例えば、一対の隣接
した硬化層のうちの１つに染料を添加し、もう一方の硬化層には染料を添加しないことで
、実証することができる。かかる多層フィルムからの断面マイクロ写真は、好ましくは、
染められた層から染められていない層へのくっきりとした遷移を示し、境界面は不鮮明で
はないのが好ましい。
【００７４】
　また一方、かかる微量拡散の範囲は、例えば、隣接した層の屈折率間の段階的遷移をも
たらし、したがって増大された透過率をもたらす、境界面での微小勾配を提供するのに十
分に大きいと考えられる。２つの隣接した液体前駆体層間の境界面の外観、したがって微
量拡散の範囲は、２つの隣接した前駆体層の液体前駆体の粘度に主に影響され得る。２つ
の液体前駆体の粘度が高くなればなるほど、通常、２つの隣接した前駆体層間の境界領域
はより鋭縁となる。境界面の微量拡散又は微量混合は、隣接した層の前駆体のうちの少な
くとも１つのブルックフィールド粘度を、５，０００ｍＰａ・ｓ未満に、より好ましくは
２，５００ｍＰａ・ｓ未満に、特に好ましくは５００～１，５００ｍＰａ・ｓに減少させ
ることによって促進され得ると考えられる。境界面の微量拡散は、隣接した両方の層の液
体前駆体が、互いに独立して、５，０００ｍＰａ・ｓ未満の、より好ましくは２，５００
ｍＰａ・ｓ未満の、特に好ましくは５００～１，５００ｍＰａ．ｓのブルックフィールド
粘度を示すときに、更に促進されると考えられる。
【００７５】
　微量拡散はまた、例えば、増大されたＴ－剥離強度などの改善された機械的特性に反映
される、硬化後の多層フィルムの隣接した層間の接着強度を増大するとも考えられる。
【００７６】
　多層フィルムの硬化ポリマー上層は、好ましくは、その露出面の優れた仕上げ、すなわ
ち、例えば、表面Ｒｚに関して評価される際に、低い表面粗さを示す。
【００７７】
　本開示の方法の特異的性質は、かかる方法によって得ることができる多層フィルムの性
質、及びかかる多層フィルムを備えるアセンブリの性質に、それぞれ反映される。本開示
の好ましいアセンブリは、本開示の方法によって得ることができる光透過性多層フィルム
とガラス基材とを備える。かかるアセンブリにおいて使用される多層フィルムは、接着外
層を介してガラス基材に取り付けられ、多層フィルムの重畳ポリマー層はそれぞれ、可視
光線に対して少なくとも８０％の透過率を有し、接着層の屈折率は、反対側の外層の屈折
率よりも低い。可視光線に対するポリマー層の透過率は、それぞれ３００μｍの厚さを有
する硬化単一前駆体層に対して、後述の試験の項で指定される試験方法に従って測定され
る。本開示の多層フィルムで使用される前駆体層は、単一の３００μｍ厚の硬化フィルム
として存在する場合に、より好ましくは、少なくとも９０％、特に好ましくは少なくとも
９５％の透過率を示す。重畳ポリマー層の光透過率に起因する、可視光線に対する多層フ
ィルムの光透過率は、好ましくは、少なくとも８０％であり、より好ましくは少なくとも
８５％であり、特に好ましくは少なくとも９０％である。必要に応じて、多層フィルムは
、例えば、光透過性ポリマーフィルム又はウェブなどの光透過性固体フィルムを備えても
よい。可視光線に対する有利な透過率を有するアセンブリは、ガラス基材に取り付けられ
た接着外層の屈折率が、反対側の外層の屈折率より低い場合に得られることが見出された
。この必要条件は直観に反したものであり、上述の境界面微量拡散に基づくと考えられる
。ガラス基材は、例えばフロートガラスなどの従来のシリカ系ガラスから選択されること
ができるが、例えばアクリルガラス、ポリカーボネートガラス、又はポリエチレンテレフ
タレートガラスなどのポリマーガラスから選択されることもできる。本開示において好適
なガラスの屈折率ｎ５８９ｎｍ，２３℃は、好ましくは、１．４８～１．５２である。
【００７８】
　上述のアセンブリにおいて有用な多層フィルムを製造するとき、接着層は、好ましくは
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上層（アセンブリ内でガラス基材の表面に取り付けられ、したがって多層フィルムの非露
出外層を形成する）としてコーティングされることができ、例えば、剥離ライナーで被覆
されることができるのに対して、その反対側の外層は、好ましくは底層（接着層の反対側
でアセンブリの外層を形成する）としてコーティングされる。しかしながら、アセンブリ
内で使用される多層フィルムの接着層は、本方法の間に底層としてコーティングされるこ
とも可能である。かかる場合では、基材は、好ましくは多層フィルムに統合され、接着層
に取り付けられた剥離ライナーを形成する。上述のアセンブリにおいて、２つの外層（つ
まりそれぞれ、接着層の反対側の外層及び接着層）の屈折率間の差は、好ましくは０．０
３０未満である。より好ましくは、多層フィルムの接着外層は、反対側の外層の屈折率ｎ

５８９ｎ、２３℃より、０．００２５以下で、より好ましくは０．００２０以下で、特に
好ましくは０．００１５以下で、非常に好ましくは０．００１０以下で、最も好ましくは
０．０００８以下で低い屈折率ｎ５８９ｎ、２３℃を有する。かかるフィルムにおいて、
透過率は、それぞれ３００μｍの厚さを有する単一の前駆体層に対して、後述の試験の項
で指定される試験方法に従って測定される。透過率は、各硬化層に対して、少なくとも８
０％、より好ましくは少なくとも９０％、特に好ましくは少なくとも９５％である。より
好ましい実施形態では、２つの外層間に配置される前駆体層の屈折率は、存在する場合、
外側の接着層の屈折率より大きく、反対側の外側層の屈折率よりも小さい。屈折率は、後
述の試験の項に記載されるように、５８９ｎｍの波長及び２３℃の温度で測定される。
【００７９】
　本開示の方法は、更に、ポリマーフィルム若しくはウェブ、金属フィルム若しくはウェ
ブ、織布ウェブ若しくは不織布ウェブ、ガラス繊維強化ウェブ、炭素繊維ウェブ、ポリマ
ー繊維ウェブ、又はガラス、ポリマー、金属、炭素繊維、及び／若しくは天然繊維のエン
ドレスフィラメントを含むウェブなどの、固体フィルムの組み込みを可能にする。１つ以
上のコーティングチャンバを含むコーティング装置において、かかる固体フィルムは、前
壁、任意の中間壁、及び後壁の上流面に沿って、それぞれ導入され得る。３つのコーティ
ングチャンバ及び最上流コーティングチャンバの上流に配置された回転ビーズの配置を示
す図１の概略図において、固体フィルムは、最上流中間壁の上流面を介して誘導され、そ
れによって、固体フィルムを、第１の上流コーティングチャンバによって提供される第２
の液体前駆体層の上にぴったりと位置付ける。図１は更に、後壁の上流面に沿った剥離ラ
イナーの挿入を示す。この配置は、４つの前駆体層、下から２番目の前駆体層と下から３
番目の前駆体層との間に挿入された固体フィルム、及び上層の露出面に取り付けられた剥
離ライナーを備える、多層の前駆体を提供する。これは単なる例示であり、当業者は、所
望の特性プロファイルを有する特定の多層フィルムを提供するために好適な固体フィルム
（単数又は複数）を選択し、また多層フィルム内のかかるフィルムの配置及び数を変更す
るであろう。４つより少ない液体層が要求される場合は、対応する数の下流コーティング
ナイフ及び／又は回転ビーズが除外される。必要に応じて、上剥離ライナーが上層の露出
面に、すなわち、例えば、変更されたアセンブリの最下流コーティングナイフの上流面を
介して、ぴったりと取り付けられる。
【００８０】
　固体フィルムが剥離ライナーの場合は、これは、底前駆体層及び上前駆体層の露出面を
保護するために、それぞれ底前駆体層の下に又は多層フィルムの上層の上に配置されても
よい。剥離フィルムは、多層フィルム内に底ポリマー層と上ポリマー層との間の中間層と
して含まれるときは、それぞれ、多層フィルムに所定の破断面を導入する。これは、例え
ば、多層フィルムの積み重ね体を単一の製造プロセスで調製するために使用されることが
でき、そこから、剥離面に沿って引きはがすことによって個々の多層フィルムを容易に得
ることができる。
【００８１】
　剥離ライナー以外の固体フィルムは、硬化多層フィルムの一体部分を形成する。固体フ
ィルムはまた、硬化多層フィルムにおいて裏材とも称される。
【００８２】
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　一実施形態では、本開示の多層フィルムは、本開示の方法によって得ることができる少
なくとも２つの重畳ポリマー層を備え、剥離ライナーは、かかる層の形成と本質的に同時
に前駆体の上層の露出面に適用される。これは好ましくは、剥離ライナーを、最下流コー
ティングナイフの上流面、すなわち、コーティング装置の後壁の上流面を介して誘導及び
適用することによって、達成される。これは、図１に概略的に示されている。代替的な一
実施形態では、後壁は、ローラー、ロッド、バー、ビーム、又は同様のものによって、基
材に面して横方向に延在する縁部を提供するように適切に伸長及び屈折される剥離ライナ
ーによって、提供され得る。この場合、追加の後壁は除外されてもよい。
【００８３】
　剥離ライナーは、上液体前駆体層の露出面に、かかる層の形成と本質的に同時に適用さ
れるため、それは、ライナーの適用中に過剰な圧力又は不十分な圧力をそれぞれかけるこ
となく、上層に滑らかにぴったりと取り付けられる。ライナーはぴったりと配置されるた
め、ライナーと液体層の表面との間の空間の形成は、本質的に回避される。同様に、剥離
ライナーは、液体層を形成するコーティングナイフの上流面に沿って適用されるため、ラ
イナーは、本質的に液体層などに乱流を作り出すことなどなく、液体層の表面に滑らかに
取り付けられる。したがって、現況技術のダイコーティングプロセスにおいて、液体層の
形成の後に、前記液体層の露出面にライナーを取り付けるときに直面する問題は、本開示
によるプロセスにおいて、広く回避されるか、又は少なくとも軽減され得る。これは、剥
離ライナーが、前駆体の上層の露出面に、前記層の形成及びそれに続く硬化と本質的に同
時に取り付けられる本開示の方法によって得ることができる多層フィルムの優れた性質へ
とつながる、本開示のプロセスの固有の利点である。必要に応じて、剥離ライナーは、後
に除去されてもよい。
【００８４】
　多層フィルムを製造する先行技術の方法では、剥離ライナーは、存在する場合は通常、
上前駆体層の露出面に、かかる層の形成後に適用されていた。かかる方法では、剥離ライ
ナーは、例えば、誘導ローラー、バー、ロッド、又はビームを使用して、露出した上層の
上に置かれた。かかる方法は、基材の表面と誘導ローラーとの間の距離の正確な位置付け
を必要とし、実際条件下では困難であり得る。距離が小さすぎると、上液体前駆体層の上
に過剰な圧力がかかり、最上層の歪曲及び流体ビーズの形成をもたらす。流体ビーズは、
液体前駆体層の積み重ね体の中に乱流を誘発し、その結果、混合が発生し得る。誘導ロー
ラーと基材との間の距離が大きすぎると、剥離ライナーと上液体前駆体層の露出面との間
に、空気の閉じ込めが発生し得る。これは、高いＲｚ値によって特徴付けられる、多層フ
ィルムの硬化最上層の不良な表面仕上げをもたらす。同様に、最上面の硬化は、酸素感受
性であり得る。上液体前駆体層が、例えば、アクリレート系感圧接着剤の前駆体を含む場
合、かかる前駆体の紫外線硬化は酸素の存在によって妨げられ、その結果、不十分な硬化
、したがって感圧接着層の極めて低減された性質が発生し得る。
【００８５】
　剥離ライナーを、上前駆体層の露出面に、後壁の下流面に対して下流に配置された適切
なローラー、バー、ロッド、ビーズ、又は同様のものを介して適用するとき、上層の露出
面は、後壁とかかる下流コーティングナイフとの間の距離内で周囲の空気にさらされ、上
層の劣化をもたらし得る。図１０に概略的に示されるこの距離は、上述及び後述において
開面距離とも称される。
【００８６】
　驚くことに、剥離ライナーを、前駆体の上層の露出面に、かかる層の形成と本質的に同
時に取り付け、その後に硬化することによって得ることができる、本開示の硬化光透過性
多層フィルムは、剥離ライナーを、上前駆体層の形成の後に、コーティング装置の後壁の
下流面より下流方向の開面距離内で、例えば適切なローラー又はバーナイフを介して液体
前駆体層の積み重ね体に取り付けることによって得られる対応する多層フィルムと比較し
て、改善された光学的性質、具体的には、より高い透過率などを示すことが見出された。
したがって、剥離ライナーを、前駆体の上層の露出面に、かかる層の形成と本質的に同時
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に取り付け、次に硬化することによって得ることができる本開示の多層フィルムが、好ま
しい。
【００８７】
　剥離ライナーを、前駆体の上層の露出面に、かかる層の形成と本質的に同時に、すなわ
ち、例えば、最も下流のコーティングナイフの内面に沿って取り付けることによって得る
ことができる多層フィルムの透過率の、上層が形成される場所に対して下流方向にある開
面距離内で、剥離層を後に適用することによって得られる対応する多層フィルムの透過率
に対する比率は、少なくとも１．００２、より好ましくは少なくとも１．００３、特に好
ましくは少なくとも１．００５である。
【００８８】
　かかる多層フィルムでは、前駆体材料は、好ましくは、後述の試験の項で指定される試
験方法に従って測定されるとき、対応する単一の硬化前駆体層が、３００μｍの厚さで測
定されたときに可視光線に対して少なくとも８０％の透過率をそれぞれが示すように、選
択される。本開示の多層フィルムで使用される前駆体層は、より好ましくは、単一の３０
０μｍ厚の硬化フィルムとして存在する場合に、少なくとも９０％、特に好ましくは、少
なくとも９５％の透過率を示す。重畳ポリマー層の光透過率に起因する、可視光線に対す
る多層フィルムの光透過率は、好ましくは、少なくとも８０％であり、より好ましくは少
なくとも８５％であり、特に好ましくは少なくとも９０％である。必要に応じて、多層フ
ィルムは、例えば、光透過性ポリマーフィルム又はウェブなどの光透過性固体フィルムを
備えてもよい。
【００８９】
　より具体的には、剥離ライナーが、前駆体の上層の露出面に、かかる上層の形成と本質
的に同時に適用され、その後に硬化される、前駆体の硬化によって得ることができる本開
示の多層フィルムは、以下のものとの比較において有利な性質を示すことが、本発明者に
よって見出された：
　（ｉ）対応する硬化前駆体層を互いの上に積層化することによって得られる、積層多層
フィルム
　（ｉｉ）剥離ライナーが、上層面の露出面に最下流コーティングナイフに対して下流の
位置で、すなわち、開面距離内で取り付けられる、先行技術のダイコーティング方法（例
えば、米国特許第４，８９４，２５９号／Ｋｕｌｌｅｒに開示）によって得られる、多層
フィルム
　（ｉｉｉ）剥離ライナーが、上層面の露出面に最下流コーティングナイフに対して下流
の位置で、すなわち、開面距離内で取り付けられる場合に得られる、多層フィルム、及び
　（ｉｖ）剥離ライナーが（適用される場合）、後壁の上流面か、追加の下流コーティン
グナイフを介して取り付けられるかに関係なく、１つ以上の液体前駆体層を、１つ以上の
硬化前駆体フィルム又は１つ以上のかかる前駆体フィルムの積層体に適用し、その後に硬
化することによって得られる、多層フィルム。
【００９０】
　例えば、上前駆体層に剥離ライナーがその形成と本質的に同時に適用された、本開示の
多層の可視光線に対する光透過率は、（ｉ）～（ｉｖ）で定義される対応する多層フィル
ムの可視光線に対する光透過率よりも高いことが見出された。更に、例えば、剥離ライナ
ーが後壁の上流面を介して適用された本開示の多層フィルムは、上述の（ｉ）及び（ｉｖ
）で定義される対応する多層フィルムよりも高い機械的安定性、特により高いＴ－剥離強
度とを示すことも見出された。
【００９１】
　本開示において好適な液体前駆体は、好ましくは、放射線硬化性エチレン基を有する少
なくとも１つの化合物を含む。好ましい一実施形態では、放射線硬化性エチレン基は、（
メタ）アクリレート基である。別の好ましい実施形態では、放射線硬化性エチレン基は、
少なくとも１つのウレタン結合を含む、モノ－及び又はポリ（メタ）アクリレート官能性
オリゴマー化合物である。上述及び後述で使用されるとき、用語「オリゴマー」は、比較
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的低分子量のポリマー化合物を指す。少なくとも１つのウレタン結合を含むポリ（メタ）
アクリレート官能性オリゴマー化合物は、好ましくは、５００～３５，０００、より好ま
しくは１，０００～３０，０００の重量平均分子量Ｍｗを有する。かかるオリゴマー化合
物は、通常、室温及び周囲気圧で液体であり、したがって、ブルックフィールド粘度は好
ましくは、２５℃で、５００Ｐａ・ｓ未満、より好ましくは２００Ｐａ・ｓ未満である。
【００９２】
　本開示の液体前駆体は、好ましくは、本質的に溶媒を含まず、すなわち、例えば、メタ
ノール、アセトン、ジメチルスルホキシド、又はトルエンなどの、いかなる非反応性溶媒
も本質的に含まない。しかしながら、好ましくはないが、前駆体が、液体前駆体の粘度を
低下させるために、前駆体の質量に対して、好ましくは２ｐｐｈ未満の、より好ましくは
１ｐｐｈ未満のかかる非反応性溶媒のうちの１つ以上を少量含むことは可能である。
【００９３】
　本開示において好適な好ましい液体前駆体は、感圧接着剤に硬化性である。特に好まし
いのは、（メタ）アクリレート系感圧接着剤である。
【００９４】
　（メタ）アクリレート系感圧接着剤の液体前駆体は、１つ以上のアルキル（メタ）アク
リレート、すなわち、１つ以上の（メタ）アクリル酸アルキルエステルモノマーを含む。
有用なアルキル（メタ）アクリレートとしては、そのアルキル基が４～１４個、とりわけ
４～１２個の炭素原子を有する、非三級アルキルアルコールの直鎖若しくは分枝状一官能
性不飽和（メタ）アクリレートが挙げられる。（メタ）アクリレート系接着剤の液体前駆
体において有用なこれらの低級アルキルアクリレートの例としては、ｎ－ブチル、ｎ－ペ
ンチル、ｎ－ヘキシル、シクロヘキシル、イソヘプチル、ｎ－ノニル、ｎ－デシル、イソ
ヘキシル、イソボルニル、２－エチルオクチル、イソオクチル、２－エチルヘキシル、テ
トラヒドロフルフリル、エトキシエトキシエチル、フェノキシエチル、環状トリメチルプ
ロパンホルマール、３，３，５－トリメチルシクロヘキシル、ｔ－ブチルシクロヘキシル
、ｔ－ブチルアクリレート、及びメタクリレートが挙げられる。好ましいアルキルアクリ
レートには、アクリル酸イソオクチル、２－エチルヘキシルアクリレート、ｎ－ブチルア
クリレート、テトラヒドロフルフリルアクリレート、アクリル酸イソボルニル、エトキシ
エトキシエチルアクリレート、フェノキシエチルアクリレート、３，３，５－トリメチル
シクロヘキシルアクリレート、及びシクロヘキシルアクリレートが挙げられる。特に好ま
しいアルキルアクリレートには、アクリル酸イソオクチル及びテトラヒドロフルフリルア
クリレートが挙げられる。特に好ましいアルキルメタクリレートには、ブチルメタクリレ
ート、シクロヘキシルメタクリレート、及びイソボルニルメタクリレートが挙げられる。
【００９５】
　（メタ）アクリレート系感圧接着剤の液体前駆体は、好ましくは５つまでの、特に１～
４つの（メタ）アルキルアクリレートを含む。（メタ）アクリレート官能化モノマー、オ
リゴマー、及び／又はポリマーの総質量に対するアルキルアクリレート化合物の量は、架
橋剤を除いて、好ましくは少なくとも７５重量％、より好ましくは少なくとも８５重量％
、また特に好ましくは８５～９９重量％である。
【００９６】
　（メタ）アクリレート系感圧接着剤の液体前駆体は、１つ以上の、適度に極性の及び／
又は強い極性のモノマーを更に含んでもよい。極性（すなわち、水素結合能力）は、「強
い」「適度に」及び「弱い」などの用語を使用して説明されることが多い。これら及び他
の溶解度特性の用語を説明する参考文献には、「Ｓｏｌｖｅｎｔｓ」、Ｐａｉｎｔ　Ｔｅ
ｓｔｉｎｇ　Ｍａｎｕａｌ，３ｒｄ　ｅｄ．，Ｇ．Ｇ．Ｓｅｗａｒｄ，Ｅｄ．，Ａｍｅｒ
ｉｃａｎ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　ｆｏｒ　Ｔｅｓｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｐ
ｈｉｌａｄｅｌｐｈｉａ，Ｐｅｎｎｓｙｌｖａｎｉａ、及び「Ａ　Ｔｈｒｅｅ－Ｄｉｍｅ
ｎｓｉｏｎａｌ　Ａｐｐｒｏａｃｈ　ｔｏ　Ｓｏｌｕｂｉｌｉｔｙ」、Ｊｏｕｒｎａｌ　
ｏｆ　Ｐａｉｎｔ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，Ｖｏｌ．３８，Ｎｏ．４９６，ｐｐ．２６９
～２８０が挙げられる。強い極性のモノマーの例は、アクリル酸、メタクリル酸、イタコ
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ン酸、ヒドロキシアルキルアクリレート、アクリルアミド、及び置換アクリルアミドであ
り、一方、例えば、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルカプロラクタム、アクリロニトリ
ル、塩化ビニル、フタル酸ジアリル、及びＮ，Ｎ－ジアルキルアミノ（メタ）アクリレー
トは、適度に極性のモノマーの典型的な例である。極性モノマーの更なる例には、シアノ
アクリレート、フマル酸、クロトン酸、シトロン酸（citronic acid）、マレイン酸、β
－カルボキシエチルアクリレート、又はスルホエチルメタクリレートが挙げられる。上記
に列挙したアルキル（メタ）アクリレートモノマーは、比較的弱い極性のモノマーの典型
的な例である。より適度に極性の及び／又は強い極性のモノマーの量は、好ましくはあま
り高すぎず、具体的には、（メタ）アクリレート官能化モノマー、オリゴマー、及び／又
はポリマーの総質量に対して、架橋剤を除いて、２５重量％を超えない。
【００９７】
　（メタ）アクリレート系感圧接着剤の液体前駆体は、モノ－又は多官能性シリコーン（
メタ）アクリレートなどの、１つ以上のモノマーを更に含んでもよい。代表的なシリコー
ンアクリレートは、ドイツ、Ｅｖｏｎｉｋ　ｃｏｍｐａｎｙのＴｅｇｏ　Ｒａｄ製品、メ
タクリルイルオキシ尿素シロキサン（methacryyloxyurea siloxane）、又はアクリルアミ
ドアミドシロキサンである。
【００９８】
　エチレン性不飽和で、部分的又は全体にフッ素化されたモノ－又はオリゴマーもまた、
液体前駆体の製剤の一部となり得る。例としては、Ｓａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙ　
Ｉｎｃから入手可能なパーフルオロポリエーテルアクリレートＳａｒｔｏｍｅｒ　ＣＮ　
４００１、又は後述の「使用された材料のリスト」に詳述されるように合成された、Ｆ－
オリゴマーＩＩである。
【００９９】
　（メタ）アクリレート系感圧性の液体前駆体は、好ましくは、硬化感圧接着剤の貼着性
又は内側強度を最適化するのに有効な量の、１つ以上の架橋剤を含む。（メタ）アクリレ
ート系感圧性の液体前駆体での使用に有用な架橋剤には、例えば、ベンズアルデヒド、ア
セトアルデヒド、アントラキノン、種々のベンゾフェノン型及びビニル－ハロメチル－ｓ
－トリアジン型化合物、例えば、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－（４－メトキ
シフェニル）－ｓ－トリアジンが挙げられる。例えば、トリメチロールプロパントリアク
リレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、１，２－エチレングリコールジア
クリレート、トリプロピレングリコールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジア
クリレート、又は１，１２－ドデカンジオールジアクリレートなどの、ポリアクリル－官
能性モノマーが好ましい。上記に列挙した化合物は、置換されても置換されなくてもよく
、説明を意図するものであり、制限的なものではない。使用され得る他の有用な架橋剤は
、熱架橋剤である。代表的な熱架橋剤には、メラミン、多官能性アジリジエン、多官能性
イソシアネート、ジカルボン酸／炭素酸無水物（anhydides）、オキサゾール、金属キレ
ート、アミン、カルボジイミド、オキサゾリドン、及びエポキシ化合物が挙げられる。４
－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート又はヒドロキシエチル（メタ）アクリレートな
どの、ヒドロキシ官能性アクリレートは、例えば、イソシアネート又はアミン化合物で架
橋され得る。
【０１００】
　これらに限定されないが、メタクリルオキシプロピルトリメトキシシラン、ビニルジメ
チルエトキシシラン、ビニルメチルジエトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニ
ルトリメトキシシラン、ビニルトリフェノキシシランなどを含む、モノエチレン性不飽和
モノ－、ジ－及びトリアルコキシシラン化合物のような加水分解可能なフリーラジカル共
重合性架橋剤も有用な架橋剤である。
【０１０１】
　熱架橋剤、水分架橋剤、又は感光性架橋剤に加えて、架橋は、γ又はｅビーム放射線な
どの、高エネルギーの電磁放射線を使用して達成されてもよい。
【０１０２】
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　架橋化合物は、好ましくは、０．０１～１０ｐｐｈ、特に０．０１～５ｐｐｈ、また非
常に厳密には０．０１～３ｐｐｈの量で存在する。
【０１０３】
　（メタ）アクリレート系感圧性の液体前駆体は、好ましくは、１つ以上の、例えば、ベ
ンゾインエーテル（例えば、ベンゾンメチルエーテル、ベンゾンイソプロピルエーテル、
アニソインメチルエーテルなどの置換ベンゾインエーテル）、アセトフェノン（例えば、
２，２－ジエトキシアセトフェノン）、２，２－ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジ
メトキシ－２－フェニル－アセトフェノン、及び１－フェニル－２－ヒドロキシ－２－メ
チル－１－プロパノンなどの置換アセトフェノン、置換α－ケトール（例えば、２－メチ
ル－２－ヒドロキシ－プロピオフェノン）、芳香族塩化スルホニル、及び１－フェニル－
１，１－プロパンジオン－２－（Ｏ－エトキシカルボニル）オキシムなどの光活性オキシ
ムなどの、光活性化可能重合開始剤、並びに／あるいは、例えば、有機過酸化物（例えば
、ベンゾイル過酸化物及びラウリル過酸化物）及び２，２’－アゾビス（イソブチロニト
リル）などの、熱活性化可能開始剤を含む。液体前駆体は、好ましくは１～３つ、特に１
～２つの光開始剤化合物を含み、特に好ましいのは、１つの光開始剤のみを含む液体前駆
体である。光開始剤化合物は、好ましくは、０．０１～２．００ｐｐｈ、特に０．０５～
１．００ｐｐｈ、また非常に厳密に言えば０．１～０．５ｐｐｈの量で存在する。
【０１０４】
　（メタ）アクリレート系感圧性の液体前駆体は、粘着付与剤、可塑剤、強化剤、染料、
色素、光安定化添加剤、酸化防止剤、繊維、導電性及び／又は熱伝導性粒子、防火剤、表
面添加剤（流動添加剤）、レオロジー添加剤、ナノ粒子、脱ガス添加剤、ガラス泡、ポリ
マー泡、ビーズ、疎水性又は親水性シリカ、炭酸カルシウム、発泡剤、強化及び強靭化剤
など、その他の構成成分及び補助剤を含んでもよい。
【０１０５】
　（メタ）アクリレート系感圧性の液体前駆体は、好ましくは、光開始剤化合物の一部を
、アルキル（メタ）アクリレートモノマーと、適度に極性及び／又は強い極性のモノマー
とを含むモノマー混合物に添加し、かかる混合物を、例えば、３００～３５，０００ｍＰ
ａ・ｓ（ブルックフィールド、２５℃）のコーティング可能な粘度のシロップ剤に部分的
に重合することによって、調製される。得られる前駆体の粘度は、使用することが可能で
あるときは、架橋剤化合物、光開始剤化合物の残り、シリコーン（メタ）アクリレート、
並びに任意の添加剤及び補助剤など、その他の化合物を添加することによって、更に調整
される。得られる前駆体の粘度は、通常５ｐｐｈ未満の、例えば、反応性光重合性ポリア
クリレートなどの少量のポリマー添加剤を添加することによっても調整され得る。好まし
くはモノマー混合物の部分重合は、好ましくは約０．１～約２５ｍＷ／ｃｍ２の強度で、
３５１ｎｍで最大であり、３００～４００ｎｍの波長を有する適切な紫外線ランプで実行
される。曝露は、好ましくは９００～１，５００ｍＪ／ｃｍ２である。重合は、紫外線の
除去によって、及び／又は、例えば、ラジカル捕捉酸素の導入によって、停止され得る。
好適な紫外線硬化ステーションの例は、後述の実施例で説明されるコーティング装置に関
連して記載される。
【０１０６】
　本開示において好適な別の好ましい液体前駆体は、紫外線硬化性であり、少なくとも１
つのウレタン結合を含む少なくとも１つのエチレン性不飽和化合物を含む。かかる化合物
は、好ましくは、モノマー又はオリゴマーであり、及び／又はエチレン性不飽和基のうち
の少なくとも１つは、好ましくは（メタ）アクリレート基である。かかる前駆体は、ポリ
ウレタンアクリレートポリマーに、すなわち、ウレタン結合を含むポリマーに重合され得
る。特に好ましいのは、少なくとも１つのウレタン結合を含む１つ以上のモノ－及び／又
は多（メタ）アクリレート官能性モノマー又はオリゴマー化合物と、１つ以上のエチレン
性不飽和基を含むがウレタン結合を含まない１つ以上のモノマー化合物と、１つ以上の光
開始剤とを含む、液体前駆体である。
【０１０７】
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　少なくとも１つのウレタン結合を含むモノ及び多（メタ）アクリレート官能性オリゴマ
ーは、例えば、スイス、ＺｕｒｉｃｈのＲａｈｎ　ＡＧから、ＧＥＮＯＭＥＲの商品名で
市販されている。ＧＥＮＯＭＥＲ　４１８８は、少なくとも１つのウレタン結合と２０重
量％の２－エチルヘキシルアクリレートとを含む８０重量％のモノアクリレート－官能性
ポリエステル系オリゴマーから成る混合物であり、ＧＥＮＯＭＥＲ　４１８８に含まれる
オリゴマーは、約８，０００の重量平均分子量Ｍｗを有し、平均アクリレート官能性は１
±０．１である。ＧＥＮＯＭＥＲ　４３１６は、２５℃で５８，０００ｍＰａ・ｓの粘度
、及びガラス転移温度Ｔｇ　４℃によって特徴付けられる、三官能性脂肪族ポリウレタン
アクリレートである。ＧＥＮＯＭＥＲ　４３１２は、２５℃で５０，０００～７０，００
０ｍＰａ・ｓの粘度によって特徴付けられる、三官能性脂肪族ポリエステルウレタンアク
リレートである。
【０１０８】
　モノ又は多（メタ）アクリレート官能性オリゴマー化合物はそれぞれ、少なくとも１つ
の、好ましくは少なくとも２つの、より好ましくは少なくとも４つのウレタン結合を有す
る。
【０１０９】
　モノ及び多（メタ）アクリレート官能性オリゴマー及びそれらの調製物は、その節が参
照により本明細書に援用される国際特許第２００４／０００，９６１号の、４ページ２４
行目～１２ページ１５行目に開示される。
【０１１０】
　（メタ）アクリレート官能化モノマー、オリゴマー、及び／又はポリマーの総質量に対
する、少なくとも１つのウレタン結合を含む１つ以上のモノ－又は多（メタ）アクリレー
ト官能性オリゴマーの量は、架橋剤を除いて、好ましくは３０～９７．５重量％、より好
ましくは４５～９５重量％である。
【０１１１】
　本開示において好適なポリウレタンポリマーの液体前駆体は、好ましくは、１つ以上の
エチレン性不飽和基を含むがウレタン結合を含まない１つ以上のモノマー化合物を更に含
む。好適なエチレン性不飽和基の例には、ビニル、ビニレン、アリル、特に（メタ）アク
リル基が挙げられる。（メタ）アクリレート官能化モノマー、オリゴマー、及び／又はポ
リマーの総質量に対する、１つ以上のエチレン性不飽和基を含むかかる化合物の量は、架
橋剤を除いて、好ましくは２．５～７０重量％、またより好ましくは５～５５重量％であ
る。
【０１１２】
　１つ以上の（メタ）アクリル基を有する化合物は、好ましくは、アクリレート系感圧接
着剤の液体前駆体と関連して上述に開示される、弱い極性のアルキル（メタ）アクリレー
トモノマー、適度に極性及び／又は強い極性のモノマー、並びに２又はそれより高いアク
リル基官能性架橋剤から選択され得る。
【０１１３】
　ポリウレタンポリマーの液体前駆体は、好ましくは、１０℃未満の対応するホモポリマ
ーのガラス転移温度を有する１つ以上の（メタ）アクリレート一官能性化合物を含む。か
かるモノマーの好ましい例には、ｎ－ブチルアクリレート、イソブチルアクリレート、ヘ
キシルアクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート、アクリル酸イソオクチル、カプ
ロラクトンアクリレート、アクリル酸イソデシル、アクリル酸トリデシル、ラウリルメタ
クリレート、メトキシ－ポリエチレングリコール－モノメタクリレート、ラウリルアクリ
レート、テトラヒドロフルフリルアクリレート、エトキシエトキシエチルアクリレート、
及びエトキシ化ノニルアクリレートが挙げられる。特に好ましいのは、２－エチルヘキシ
ルアクリレート、アクリル酸イソオクチル、及びテトラヒドロフルフリルアクリレートで
ある。
【０１１４】
　ウレタンポリマーの液体前駆体は、好ましくは、５０℃以上の対応するホモポリマーの
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ガラス転移温度を有する１つ以上の（メタ）アクリレート一官能性化合物を含む。かかる
モノマーの好ましい例には、アクリル酸、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルカプロラク
タム、アクリル酸イソボルニル、アクリロイルモルホリン、イソボルニルメタクリレート
、フェノキシエチルアクリレート、フェノキシエチルメタクリレート、メチルメタクリレ
ート、及びアクリルアミドが挙げられる。特に好ましいのは、アクリル酸、アクリル酸イ
ソボルニル、及びＮ－ビニルカプロラクタムである。
【０１１５】
　本開示の多層フィルムの層の中に含まれるポリマーの硬化性液体前駆体において好適な
２つ以上のエチレン性不飽和基を有する化合物の例には、１，６－ヘキサンジオールジア
クリレートなどのＣ２～Ｃ１２炭化水素ジオールジアクリレート、ヘキサンジオールジビ
ニルエーテルなどのＣ４～Ｃ１４炭化水素ジビニルエーテル、及びトリメチロールプロパ
ントリアクリレートなどのＣ３～Ｃ１２炭化水素トリオールトリアクリレートが挙げられ
る。２又はそれより高いアクリレート官能性モノマー、具体的には、２又は３アクリレー
ト官能性モノマーが好ましい。
【０１１６】
　上述の液体前駆体は、本開示を限定することなく例示するためのものである。
【０１１７】
　別の好ましい実施形態において、本開示による光透過性多層フィルムは、多層フィルム
の外層のうちの一方がウレタンポリマーを含み、多層フィルムの反対側の外層が、接着剤
を、より好ましくは（メタ）アクリレート系感圧接着剤を含む、少なくとも２つの重畳ポ
リマー層を備える。かかる多層フィルムは、上層上に垂直に衝突しかつ多層フィルムを通
って透過するλ＝６３５ｎｍの波長の平面波面から生じる波面の最大波面収差が、透過さ
れる波面の最高最低差値として測定したときに、６λ（＝３，８１０ｎｍ）未満である。
【０１１８】
　本開示の多層フィルムを通って透過した後に測定される平面波面の最大収差値は、多層
フィルムとの相互作用の結果として経験される波面の歪曲を特徴付ける。最大波面収差値
が低くなればなるほど、フィルムの光学的品質はより高くなる（例えば、フィルムを通し
て投影される画像の歪曲がより少なくなる）。
【０１１９】
　重畳ポリマー層はそれぞれ、好ましくは、可視光線に対して少なくとも８０％の透過率
を有する。ポリマー層の透過率は、それぞれ３００μｍの厚さを有する硬化単一前駆体層
に対して、後述の試験の項で指定される試験方法に従って測定される。本開示の多層フィ
ルムで使用される前駆体層は、３００μｍ厚の単一の硬化フィルムとして存在する場合に
、より好ましくは少なくとも９０％の、特に好ましくは少なくとも９５％の透過率を示す
。重畳ポリマー層の光透過率に起因する、可視光線に対する多層フィルムの光透過率は、
好ましくは少なくとも８０％であり、より好ましくは少なくとも８５％であり、特に好ま
しくは少なくとも９０％である。必要に応じて、多層フィルムは、例えば、光透過性ポリ
マーフィルム又はウェブなどの光透過性固体フィルムを備えてもよい。
【０１２０】
　上液体前駆体層は、ポリウレタンポリマーによって提供される。上述及び後述で使用さ
れるとき、ポリウレタンポリマーという用語は、イソシアネート官能性モノマーとヒドロ
キシ官能性モノマーとの反応によって通常形成される、少なくとも１つのウレタン結合を
含む硬化ポリマーに関する。本開示においてポリウレタンポリマーという用語は、好まし
くは、少なくとも１つのウレタン結合を含む少なくとも１つのエチレン性不飽和化合物を
含む液体前駆体の重合によって得ることができる、ポリマーに関する。
【０１２１】
　本開示において、ウレタンポリマーは、好ましくは、少なくとも１つのウレタン結合を
含む１つ以上のモノ－及び／又はポリ（メタ）アクリレート官能性オリゴマー化合物と、
１つ以上のエチレン性不飽和基を含むがウレタン結合を含まない１つ以上のモノマー化合
物と、１つ以上の光開始剤とを含む、液体前駆体の硬化によって得られる。かかる好まし
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いポリウレタンポリマーの液体前駆体は、上記に詳細に説明される。
【０１２２】
　これらの好ましい多層フィルムの外ポリウレタン層の反対側の外層は、上記に開示され
る対応する感圧接着剤の好ましい液体前駆体を硬化することによって好ましくは得られる
、硬化（メタ）アクリレート系感圧接着剤を含むことが好ましい。
【０１２３】
　ウレタンポリマーを含む外層と、接着剤、具体的には（メタ）アクリレート系感圧接着
剤層を含む反対側の外層とを備える、本開示の多層フィルムは、好ましい光学的性質、具
体的には、後述の試験の項に記載される方法によって評価され得るように、硬化多層フィ
ルムを通るその透過後の平面波面の低い最大収差、高い透過率、低いヘイズ、及び／又は
低い色ずれなどを示すことが、本発明者によって見出された。
【０１２４】
　ウレタンポリマーを備える多層フィルムの外層は、後述の試験の項における方法によっ
て評価され得るように、高い耐引っかき性などの有利な機械的特性を多層フィルムに更に
付与する。
【０１２５】
　（図面の詳細な説明）
　図１は、本開示において有用なコーティング装置１を示す。コーティング装置１は、３
つのコーティングチャンバ１６（ローマ数字ＩＩ～ＩＶによって参照される）を形成する
、前壁１１、２つの中間壁１３、及び後壁１２を備える。回転ビーズ１７（同様に、ロー
マ数字Ｉによって参照される）は、前壁１１の上流に配置される。壁１１、１２、１３は
、下流方向３に移動する基材２に対して垂直に配置されたコーティングナイフによって形
成され、その結果、コーティングナイフ１１、１２、１３の底部と基材との間にギャップ
１００が形成される。コーティングチャンバはそれぞれ、幅１０１を有し、液体前駆体で
充填される。固体フィルム１４は、上流中間壁１３の上流面を介して適用され、第２の液
体前駆体層と第３の液体前駆体層との間に導入される。剥離フィルム又はライナー１５は
、後壁１２の上流面を介して適用され、上前駆体層の上に取り付けられる。回転ビーズ及
び３つの下流コーティングチャンバによって形成されるコーティングステーションには、
参照ローマ数字Ｉ、ＩＩ、ＩＩＩ、及びＩＶが付けられている。
【０１２６】
　図２ａは、図１のコーティング装置で前壁１１、中間壁１３、及び後壁１２として使用
されるコーティングナイフの拡大図である。コーティングナイフは、横方向に延在するコ
ーティング縁部１８を提供するブルノーズ又は半径型のプロファイルを有する。図２ｂは
、図２ａのコーティングナイフの底部の拡大断面図であり、ブルノーズプロファイルをよ
り詳細に示す。ブルノーズは、半径Ｒを有する四分円の外周によって表される。
【０１２７】
　図３は、ガラスプレート２０５上に装着された硬化多層フィルム２０を通して透過され
る平面波面２０４の最大波面収差を測定するための、好適な測定装置の概略図である。光
は、繊維結合レーザーダイオード２０１によって供給され、球面波面２０２へと拡大され
、非球面コリメータレンズ２０３によって平行化される。平行化された光の平面波面２０
４は、試料２０及びガラスプレート２０５を通過し、ケプラー式望遠鏡２０７によってＳ
ｈａｃｋ－Ｈａｒｔｍａｎｎセンサ２１０上に結像される。Ｓｈａｃｋ－Ｈａｒｔｍａｎ
ｎセンサは、マイクロレンズアレイ及びＣＣＤカメラチップを使用して、光学波面の局所
的傾斜を決定する。次に、変形波面が、Ｓｈａｃｋ－Ｈａｒｔｍａｎｎ測定デバイスのソ
フトウェアを用いて数値積分によって再構築される。多層フィルム単独から得られる平面
波面の最大波面収差は、ガラスプレート単独に対して測定された平面波面の最大波面収差
の値を差し引くことによって得られる。
【０１２８】
　図４～８は、それぞれ、実施例２、５、１１、１２、及び１３において調製された硬化
多層フィルムの断面マイクロ写真である。図は、対応する実施例の項で詳細に説明される
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【０１２９】
　図９ａ～９ｉは、実施例２２（図９ｂ）、２３（図９ｆ）、及び２４（図９ｇ）の多層
フィルムに関して、３Ｍから市販されているポリウレタン又はポリエチレンの上層と感圧
接着剤の底層とを備える比較の可撓性で適合可能な２層フィルム（図９ｃ～９ｅ）に関し
て、並びに比較例２ａ及び２ｂ（図９ｈ及び９ｉ）に関しての、Ｓｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａ
ｒ試験画像である。図９ａは、基準として使用されたガラスプレートに関するＳｉｅｍｅ
ｎｓ　Ｓｔａｒ試験画像である。図は、後述の実施例の項でより詳細に説明される。
【０１３０】
　図１０は、比較例２ａで使用されたコーティング装置の概略図である。
【実施例】
【０１３１】
　本開示は、後に記載される実施例によって説明される。これに先立ち、液体前駆体及び
／又は硬化多層フィルムを特徴付けるために使用される、実施例において使用されるコー
ティング装置及び試験方法を説明する。上述及び後述において、濃度は、重量％又はｐｐ
ｈ（樹脂百分率）として与えられる。重量％という用語は、（メタ）アクリレート官能化
モノマー、オリゴマー、及びポリマーの架橋剤を除く総質量に対する、かかる（メタ）ア
クリレート官能化モノマー、オリゴマー、又はポリマーそれぞれの、架橋剤化合物を除く
質量を示し、それによってかかる総質量は１００重量％として設定される。架橋剤、反応
開始剤、又は充填剤、ポリマー添加物、粘着付与剤、若しくは可塑剤などの添加剤などの
、その他の化合物の量は、かかる総質量１００重量％に対して、ｐｐｈ（樹脂百分率）と
して指定される重量部で与えられる。
【０１３２】
　コーティング装置
　実施例において使用されたコーティング装置は、図１に概略的に示される。実施例にお
いて使用されたコーティング装置は、コーティング装置の下を下流方向に移動する基材に
対して垂直に配置された最大４つまでのコーティングナイフを備え、その結果、回転ビー
ズ及び最大３つまでのコーティングチャンバ、すなわち、第１のコーティングナイフに対
して上流に回転ビーズを含む最大４つまでのコーティングステーションが使用され得、こ
れらも参照番号Ｉが付けられた前記上流回転ビーズから始まる連続した参照ローマ数字Ｉ
、ＩＩ、ＩＩＩ、及びＩＶによって図１に示される。４つ未満のコーティングチャンバ又
はコーティングステーションが使用された場合、使用されない対応する数の下流コーティ
ングナイフは除去された。例えば、２層フィルムの場合では、回転ビーズＩ及び第１のコ
ーティングチャンバＩＩのみが存在するように、最下流の２つのコーティングナイフは除
去された。剥離ライナー１５が上層の露出面に取り付けられる場合は、それは、かかる場
合では最下流コーティングナイフ、すなわちチャンバＩＩの下流コーティングナイフの上
流面を介して送り込まれた。コーティングナイフは、下流方向に延在する２つの長手方向
キャリア要素に強固に装着された横方向キャリア要素によって保持された。横方向キャリ
ア要素は、下流方向に対して垂直に延在していた。
【０１３３】
　３つのコーティングチャンバＩＩ～ＩＶの下流方向の幅は、以下のように変更されるこ
とができた。
【０１３４】
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【表１】

　コーティングチャンバは、前壁と第１の中間壁とによって（コーティングステーション
ＩＩ）、第１の中間壁と第２の中間壁とによって（コーティングステーションＩＩＩ）、
及び、第２の中間壁と後壁とによって（コーティングステーションＩＶ）、下流方向に対
して垂直な方向に境された。コーティングチャンバは、コーティングナイフに対して垂直
に配置されたＰＴＦＥバーから成る２つの横スクレーパによって、下流方向に境された。
基材の表面から横方向キャリア要素の露出した上面までを測定したコーティングチャンバ
の高さは、上述の表に列挙されたコーティングチャンバの容積を提供する３つのコーティ
ングチャンバのそれぞれに関して、約４０ｍｍであった。
【０１３５】
　コーティングナイフはそれぞれ、図２ａ及び２ｂに示されるブルノーズ型プロファイル
を有する８ｍｍ厚の剛性アルミニウムプレートで製造された。４つのコーティングナイフ
全てのプロファイルは、同一であった。ブルノーズは、５ｍｍの半径を有する四分円の外
周によって表された。基材の表面に対するそれぞれのコーティングナイフのギャップ幅は
、横方向のキャリア要素によって支持される予め設置されたネジによって、隙間なく調整
され得た。
【０１３６】
　それぞれのコーティングナイフの横方向に延在する縁部と表面の基材との間のギャップ
幅は、以下のように変更されることができた。
【０１３７】

【表２】

　基材は、巻き取り機から解かれ、０．０１ｍ／分～６ｍ／分の間で変更され得る下流速
度で、コーティング装置の下を移動した。基材は、張力制御巻き戻しローラーと、硬化ス
テーションが硬化フィルムを移送した後に配置される２つのローラーとによって引っ張ら
れた。
【０１３８】
　コーティング装置は更に、剥離ライナーが、巻き取り機から解かれた後に、後壁コーテ
ィングナイフの上流面によって誘導され、またコーティングナイフのブルノーズプロファ
イルを介して、層の積み重ね体の最も上の液体前駆体層の露出面の上に直接に取り付けら
れ得るように、装備された。これは、図１に概略的に示される。
【０１３９】
　コーティング装置は更に、裏材が、巻き取り機から解かれた後に、前壁、又は第１の中
間壁若しくは第２の中間壁の上流面によってそれぞれ誘導され、またコーティングナイフ
の対応するブルノーズプロファイル縁部を介して、かかる中間壁コーティングナイフを介
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して適用されたそれぞれの液体前駆体層の上に直接に取り付けられ得るように、装備され
た。裏材は、硬化後に、多層フィルムの一体部分を形成した。
【０１４０】
　このように調製された液体前駆体層の積み重ね体は、次に、３ｍの長さを有する紫外線
硬化ステーションを通過した。硬化は、上部から、すなわち、任意に剥離ライナーで被覆
された露出した液体前駆体層に向かう方向へ、及び底部から、すなわち、基材に向かう方
向への両方から起こり、それによって、両方向に供給される強度は等しいレベルに設定さ
れた。放射線が、３５１ｎｍで最大となる３００～４００ｎｍの波長で、蛍光ランプによ
って供給された。上部及び底部から累積的に照射された総放射線強度、並びに２つのコー
ティングゾーンのそれぞれの長さは、以下の通りであった。
【０１４１】
【表３】

　使用する試験方法
　ブルックフィールド（Brookfield）粘度
　液体前駆体の粘度は、ＤＩＮ　ＥＮ　ＩＳＯ　２５５５：１９９９に従って、Ｂｒｏｏ
ｋｆｉｅｌｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ，Ｉｎｃ．から市販
されているＢｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｉｓｃｏｓｉｍｅｔｅｒ　ＤＶ－
ＩＩを使用して、２５℃で測定された。
【０１４２】
　９０°剥離粘着力
　２つの層を備え、２００ｍｍ長で１２．７ｍｍ幅の寸法を有する、硬化多層フィルムの
試料が供給された。層のうちの１つは、剥離ライナーで被覆された感圧接着層であり、も
う一方の層は非付着性ポリウレタンポリマー層であった。本開示の方法に従って調製され
た多層フィルムと、個々の層の積層化によって得られた比較多層フィルムとの両方が試験
された。
【０１４３】
　剥離ライナーが感圧接着層から除去され、多層フィルムが、その露出した接着剤表面を
介して、清潔なガラスプレート上に軽い指圧で取り付けられた。多層フィルムを適用する
前に、ガラスプレートは、メチルエチルケトンで３回、またヘプタンで１回、払拭された
。多層フィルムは、標準ＦＩＮＡＴ試験ローラー（６．８ｋｇ）を用いて、約１０ｍｍ／
秒の速度で各方向に２回ずつ回転された。多層をガラス面に適用した後、得られたアセン
ブリは、試験前に、周囲条件で２４時間の期間保持された。次に、剥離粘着力が、引張試
験装置（ドイツ、ＵｌｍのＺｗｉｃｋ　ＧｍｂＨ製のＭｏｄｅｌ　Ｚ０２０）を用いて、
３００ｍｍ／分の剥離速度で測定された。試験プレートは、引張試験機の９０°剥離試験
の間、１つの可動式瓶の中に把持された。多層フィルム試料は９０°の角度で折り返され
、その自由端は、９０°測定に一般的に利用される構成で、引張試験機の上側のつめに把
持された。３つの試料が測定され、結果の平均値が求められた。結果は、Ｎ／１２．７ｍ
ｍで報告されている。
【０１４４】
　Ｔ－剥離強度
　２つの層を備え、２００ｍｍ長で１２．７ｍｍ幅の寸法を有する、多層フィルムの試料
が供給された。層のうちの１つは、剥離ライナーで被覆された感圧接着層であり、もう一
方の層は非付着性ポリウレタンポリマー層であった。本開示の方法に従って調製された多
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層フィルムと、個々の層の積層化によって得られた比較多層フィルムとの両方が試験され
た。
【０１４５】
　３Ｍの両面感圧接着テープ４４４が、多層フィルムのポリウレタン系ポリマー層の非付
着性面に取り付けられた。剥離ライナーが多層フィルムの感圧接着層から除去され、得ら
れた組み立てられた積層フィルムが、２つの陽極酸化アルミニウム片の間に、軽い指圧を
用いて、また各アルミニウム片の末端部に２つの２５ｍｍ長の自由アルミニウムタブを残
して、設置された。得られた組み立てられた積層フィルムは、標準ＦＩＮＡＴ試験ローラ
ー（６．８ｋｇ）を用いて、約３００ｍｍ／分の速度で各方向に２回ずつ回転された。試
料は、試験の前に、周囲条件で２４時間保持された。自由アルミニウムタブは、反対の方
向に９０°で屈曲され、引張試験装置（ドイツ、ＵｌｍのＺｗｉｃｋ　ＧｍｂＨ製のＭｏ
ｄｅｌ　Ｚ０２０）の上側及び下側のつめにそれぞれ固定され、３００ｍｍ／分の剥離速
度で分離された。３つの試料が測定され、結果の平均値が求められた。結果は、Ｎ／１２
．７ｍｍで報告されている。
【０１４６】
　多層フィルムの光学的性質
　試料の調製：
　２つの層を備え、６ｃｍ長で６ｃｍ幅の寸法を有する、多層フィルムの試料が供給され
た。層のうちの１つは、剥離ライナーで被覆された感圧接着層であり、もう一方の層は非
付着性ポリウレタンポリマー層であった。本開示の方法に従って調製された多層フィルム
と、後述に示される３Ｍから市販されている比較物との両方が試験された。
【０１４７】
　剥離ライナーは、多層フィルムの感圧接着層から除去された。初期接着性を低減するた
めに、また、その接着剤面を介して、ドイツのＳａｉｎｔ－Ｇｏｂａｉｎ　Ｇｌａｓｓ　
Ｄｅｕｔｓｃｈｌａｎｄ　ＧｍｂＨから入手可能である清潔な２ｍｍ厚の透明フロートガ
ラスプレートへ、フィルムを欠陥なく確実に積層化するために、多層フィルムの露出した
感圧接着面は水ですすがれた。湿式積層化の後、残留する水は毛羽立ちのない布で慎重に
除去され、試料は、完全に乾燥させるために室温で少なくとも１６時間保管された。
【０１４８】
　ａ）多層フィルムの透過率、透過損失、吸収率、ヘイズ、透明度、明度及び色ずれ、並
びに多層フィルムの露出した最上硬化層の表面からの反射。
【０１４９】
　ガラス上に積層化された多層フィルム試料が、米国、Ｒｅｓｔｏｎ，ＶＡのＨｕｎｔｅ
ｒ　Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ，Ｉｎｃ．から市販されているＨｕｎ
ｔｅｒＬａｂ　ＵｌｔｒａＳｃａｎ　ＸＥ測定システムのサンプルホルダー上に設置され
た。試料は、積分球（「Ｕｌｂｒｉｃｈｔ－Ｋｕｇｅｌ」）によって、Ｄ６５光源及び２
°の観察角を使用して評価された。上述に指定される２ｍｍ厚のガラスプレートが、多層
フィルムなしで基準として使用された。
【０１５０】
　多層フィルムの色座標が、試験方法ＣＩＥ　１９３１に従って測定され、Ｙ、ｘ、ｙ値
に関して報告された。Ｙ値は、フィルムの明度と相関する。基準ガラスプレートに対する
色ずれが、それぞれプレーンガラスプレートのｘ及びｙ値に対する多層フィルムのｘ及び
ｙ値の差を表す、ｄｘ及びｄｙ値に関して評価された。
【０１５１】
　透過率は、衝突する光の強度に対する、多層フィルムから出る光の強度の比率として定
義される。透過率は、正透過と拡散透過との組み合わせである総透過率として測定された
。測定は、ＡＳＴＭ　Ｅ　１４３８に従って行われた。透過損失は、衝突する光の強度と
、多層フィルムから出る光の強度の差として定義される。透過率及び透過損失は、％で報
告されている。
【０１５２】
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　吸収率は、入射強度と、入射強度に対する透過された強度の差の比率である。吸収率及
び透過率は、合計で１となる。吸収率は、％で報告されている。
【０１５３】
　反射は、拡散反射と正反射との組み合わせである総反射として測定された。測定は、Ｄ
ＩＮ　５０３６、第３部に記載される通りに行われた。
【０１５４】
　ヘイズは、ＡＳＴＭ　Ｄ－１００３－９５に従って透過モードで測定された。ヘイズは
、総透過に対する拡散透過の比率として定義される。
【０１５５】
　透明度は、ＡＳＴＭ　Ｄ－１００３及びＤ－１０４４に従って透過モードで測定された
。
【０１５６】
　ｂ）硬化多層フィルム及び硬化単一前駆体層の屈折率
　硬化単一前駆体層の屈折率は、ＩＳＯ　４８９に従って、アッベ屈折計を使用して５８
９ｎｍの波長及び２３°の温度で測定された。
【０１５７】
　ｃ）多層フィルムの光学的品質
　（ｉ）Ｓｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒ試験
　３６個の黒色扇形及び３６個の白色扇形を有し、直径１４４ｍｍの、印刷されたＳｉｅ
ｍｅｎｓ　Ｓｔａｒが、垂直壁に固着された。ドイツ、ＫｒｅｆｅｌｄのＣａｎｏｎ　Ｄ
ｅｕｔｓｃｈｌａｎｄ　ＧｍｂＨ製のデジタルカメラＣａｎｏｎ　ＥＯＳ　４５０　Ｄが
、レンズとＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒとの間に１０００ｍｍの距離をおいてＳｉｅｍｅｎ
ｓ　Ｓｔａｒの前に設置された。次に、ガラス上に積層化された多層フィルム試料が、カ
メラとＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒとの間に、それぞれＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒまで７５
０ｍｍ及びカメラレンズまで２５０ｍｍの距離で、設置された。Ｓｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａ
ｒ及び試料は、カメラの光軸に対して垂直に、また中心に配向された。
【０１５８】
　カメラの焦点距離は、５，６の開口を伴って５５ｍｍに設定された。カメラは、ＩＳＯ
　１００の感度で、最高解像度モードに設定された。照明条件は、十分に露出されたデジ
タル画像を可能にするように適宜調整された。
【０１５９】
　撮像デバイスは、Ｓｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒの交互の白黒扇形を伴うパターンを完全に
は反映しないことがある。パターンの中央から始まり、いわゆる灰色環と呼ばれる不鮮明
なゾーンが発生し、そこでは黒色及び白色の扇形が識別できないことがある。フィルムの
光学的品質を決定するために、灰色環の寸法が使用された。
【０１６０】
　デジタル画像は、画像編集プログラム又はＭｉｃｒｏｓｏｆｔ　ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ
などのプレゼンテーションプログラムで修正された。ここで、画像のコントラストは１０
０％に設定され、黒白画像となった。中心に、均一の黒色又は白色の円形領域が発生した
。デジタル画像の定性的評価は、この円の直径が大きいほど解像度は悪いという事実に基
づく。
【０１６１】
　定量的評価のためには、画像内に薄い円形線を位置付けて、得られた黒色又は白色の円
（灰色環）を測定する必要がある。次いで、（線を解像しない）白色又は黒色の円の直径
が最小になるように、輝度水準が調整される。その領域が正確に円でない場合は、線は、
Ｓｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒの大部分の扇形の平均を表すように位置付けられなければなら
ない。この円形線は、灰色環（Ｓｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒの内側の円）を表す。小円の直
径がソフトウェアで調べられ、「ｄ」として記録された。第２の円形線が、Ｓｉｅｍｅｎ
ｓ　Ｓｔａｒの外周に沿って位置付けられた。この円の直径が測定され、「Ｄ」として記
録された。印刷されたＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒの１４４ｍｍの直径が、基準値「Ｄ＿ｒ
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ｅａｌ」として使用された。
【０１６２】
　所与の光学システムの解像力は、依然解像され得る被写体の細部の空間周波数によって
、特徴付けられることができた。通常、空間周波数は、光学システムによって識別され得
た１ｍｍあたりの黒色線と白色線との対の数（ｌｐ／ｍｍ）として記載される。黒色扇形
と白色扇形の対ｎ＝３６で使用されるＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒの空間周波数は、外周に
おいて０．０８ｌｐ／ｍｍであり、中心における無限大のｌｐ／ｍｍに向かって増大する
。
【０１６３】
　試料の測定のための、ｌｐ／ｍｍにおける解像力ｒは、以下のように算出され得た。
【０１６４】
　ｒ＝（ｎ＊Ｄ）／（ｄ＊Ｄ＿ｒｅａｌ＊π）
　解像力ｒに関して評価される空間周波数が高くなればなるほど、被写体はより詳細に解
像され、また試験される試料の性能はより良くなる。
【０１６５】
　（ｉｉ）波面変形の測定
　本開示の方法によって得られる多層フィルムによって、又は比較多層フィルムによって
引き起こされる光学波面の変形が、それぞれ、Ｓｈａｃｋ－Ｈａｒｔｍａｎｎセンサ（Ｓ
ＨＳ）を備える光学的分析システムで測定された。ガラス上に積層化された多層フィルム
試料が、上述の試料の調製の項に記載された通りに調製され、ドイツ、Ｅｒｌａｎｇｅｎ
のｏｐｔｏｃｒａｆｔ　ＧｍｂＨから市販されているＳＨＳＩｎｓｐｅｃｔ－ＴＬ－ＳＨ
Ｒ－２”光学試験システムのサンプルホルダー上に設置された。試料は、繊維結合レーザ
ーダイオードによって提供され、また高精度非球面コリメータレンズによって視準された
、６３５ｎｍ波長の光で照明された。視準された光の平面波面は、試料を通過し、ケプラ
ー式望遠鏡によってＳｈａｃｋ－Ｈａｒｔｍａｎｎセンサ上に結像される。試料は、試料
によって誘発された光学波面の変形が、Ｓｈａｃｋ－Ｈａｒｔｍａｎｎセンサ上に結像さ
れるように、ケプラー式望遠鏡の焦点面内に位置する。Ｓｈａｃｋ－Ｈａｒｔｍａｎｎセ
ンサは、マイクロレンズアレイ及びＣＣＤカメラチップを使用して、光学波面の局所的傾
斜を決定する。次に、測定システムのソフトウェアが、積分によって変形波面を再構築し
た。試料の光学的品質は、波面の最大変形によって特徴付けられ、評価された３０ｍｍの
直径に対する変形波面の「最高最低差値」として記録され、また使用された波長の倍数で
測定された。最大波面収差が低くなればなるほど、フィルムの光学的品質はより高くなる
（例えば、フィルムを通して投影される画像の歪曲がより少なくなる）。
【０１６６】
　波面センサシステムは、以下の条件下で操作された。
【０１６７】
【表４】

　ｄ）多層フィルムの最上硬化層の露出面の機械的品質
　試料の作製
　２つの層を備え、１５ｃｍ長で４ｃｍ幅の寸法を有する、多層フィルムの試料が供給さ
れた。層のうちの１つは、剥離ライナーで被覆された感圧接着層であり、もう一方の層は
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非付着性ポリウレタンポリマー層であった。接着層の表面に適用された剥離ライナーが除
去され、試料は、３ｍｍ厚のガラス基材に取り付けられた。
【０１６８】
　（ｉ）磨耗耐性の測定
　ｈｕｔｐｒｏｄｕｃｔｓ．ｃｏｍから「１１３－Ｍａｇｉｃ　Ｓａｎｄ」の商品名で入
手可能な等級＃００００の、２．５４ｃｍ×２．５４ｃｍ大のスチールウールパッドが、
２．５４ｃｍ×２．５４ｃｍ幅の正方形断面と６ｃｍの高さとを有する３００ｇの鋼ブロ
ックの上に積層化された。ブロックは、いかなる追加の垂直の力もかけることなく、手で
試験試料の上を水平方向に移動された。１回の前後移動が、１サイクルとして数えられた
。何サイクル後に、試験試料の露出面上に、最初の軽い不可逆的擦過傷が現れたかが測定
された。
【０１６９】
　（ｉｉ）鉛筆硬度（Ｅｒｉｃｓｏｎ試験）
　異なる硬度の鉛筆が削られ、標準の手圧で、試験試料の露出面上に書かれる。６Ｂ（最
も柔らかい）から９Ｈ（最も硬い）までの硬度を有する鉛筆が採用され、最も柔らかいも
のから開始した。
【０１７０】
　試験は、最上硬化層の露出面上に不可逆的痕跡を残さない最も硬い鉛筆を決めるもので
ある。
【０１７１】
　使用される材料のリスト
　ＧＥＮＯＭＥＲ　４３１６、三官能性脂肪族ポリウレタンアクリレートであり、２５℃
において粘度（ｍＰａｓ）５８，０００、Ｔｇ　４℃、スイス、ＺｕｒｉｃｈのＲａｈｎ
　ＡＧから市販されている。
【０１７２】
　ＧＥＮＯＭＥＲ　４３１２、三官能性脂肪族ポリエステルウレタンアクリレートであり
、２５℃において粘度（ｍＰａｓ）５０，０００～７０，０００、スイス、Ｚｕｒｉｃｈ
のＲａｈｎ　ＡＧから市販されている。
【０１７３】
　ＭＡＵＳオリゴマー、α、ω－ジメタクリルオキシ尿素－ポリジメチルシロキサンであ
り、Ｍｗ～１４．０００、国際特許第９２／１６，５９３号、ｐ．２６（そこでは、３５
Ｋ　ＭＡＵＳと呼ばれている）に記載される通りに調製された。
【０１７４】
　ＳＲ　２８５、テトラヒドロフルフリルアクリレート（ＴＨＦ－アクリレート）であり
、フランス、ＰａｒｉｓのＣｒａｙ　Ｖａｌｌｅｙから市販されている。
【０１７５】
　アクリル酸イソオクチル（ＩＯＡ）、イソオクチルアルコール及びアクリル酸のエステ
ルであり、フランスのＳａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙ（ＣＲＡＹ　ＶＡＬＬＥＹ）か
ら市販されている。
【０１７６】
　アクリル酸（ＡＡ）、ドイツのＢＡＳＦ　ＡＧから市販されている。
【０１７７】
　２－エチルヘキシルアクリレート（２－ＥＨＡ）、ドイツのＢＡＳＦ　ＡＧから市販さ
れている。
【０１７８】
　ＳＲ５０６Ｄ、アクリル酸イソボルニル（ＩＢＡ）、６６℃の高いＴｇを有する一官能
性アクリルモノマーであり、フランスのＳａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙ（ＣＲＡＹ　
ＶＡＬＬＥＹ）から市販されている。
【０１７９】
　１，６－ヘキサンジオールジアクリレート（ＨＤＤＡ）、速硬化性ジアクリレートモノ
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マーであり、フランスのＳａｒｔｏｍｅｒ（ＣＲＡＹ　ＶＡＬＬＥＹ）から市販されてい
る。
【０１８０】
　Ｓａｒｔｏｍｅｒ　ＳＲ３９９ＬＶ、低粘度ジペンタエリスリトールペンタアクリレー
トであり、フランスのＳａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙ（ＣＲＡＹ　ＶＡＬＬＥＹ）か
ら市販されている。
【０１８１】
　ＳＲ３０６、トリプロピレングリコールジアクリレート（ＴＰＧＤＡ）であり、フラン
スのＳａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙ（ＣＲＡＹ　ＶＡＬＬＥＹ）から市販されている
。
【０１８２】
　Ｆ－オリゴマーＩＩは、オリゴマーを含有するヘプタフルオロプロピレンオキシド（Ｈ
ＦＰＯ）である。調製のために、（ＨＦＰＯ）－ａｌｃ［国際特許第２００７／１２４，
２６３号、ｐｐ．１９～２１、「２．Ｓｙｎｔｈｅｓｉｓ　ｏｆ　Ｉｎｔｅｒｍｅｄｉａ
ｔｅｓ」の手順に従って合成された（Ｆ（ＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２Ｏ）６，８５－ＣＦ（Ｃ
Ｆ３）ＣＦ２（Ｏ）ＮＨ　ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ］を０，０７５当量と、Ｒｈｏｄｉａから入
手可能なＨＭＤＩビウレットであるＴｏｌｏｎａｔｅ　ＨＤＢを０，５当量と、Ｓａｒｔ
ｏｍｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可能なペンタエリスリトールトリアクリレートである
、Ｓａｒｔｏｍｅｒ　ＳＲ３４４を０，４２５当量とを、国際特許第２００７／１２４，
２６３号、ｐ．２３、実施例１９に記載される手順に従って反応させる。
【０１８３】
　ＤＡＲＯＣＵＲ　１１７３、２，２－ジメチル－２－ヒドロキシアセトフェノンであり
、スイス、ＢａｓｅｌのＣｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓから市販さ
れている。
【０１８４】
　Ｏｍｎｉｒａｄ　ＢＤＫ、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン（紫外線
反応開始剤）であり、オランダ、ＷａａｌｗｉｊｋのｉＧｍ　ｒｅｓｉｎｓから市販され
ている。
【０１８５】
　Ｔｅｇｏ　Ｒａｄ　２１００、シリコーンアクリレートであり、ドイツのＥｖｏｎｉｋ
　Ｔｅｇｏ　Ｃｈｅｍｉｅ　ＧｍｂＨから市販されている。
【０１８６】
　Ｉｒｇａｃｕｒｅ　５００、５０％の１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケ
トンと５０％のベンゾフェノンとの重量１：１の混合物の液体光開始剤であり、スイス、
ＢａｓｅｌのＣｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓから市販されている。
【０１８７】
　ＶＡＺＰＩＡ、アクリルアミドアセチル光開始剤であり、米国特許第５，５０６，２７
９号、１４欄、実施例１に記載される通りに調製された。
【０１８８】
　ＯＲＡＳＯＬ　ＲＥＤ　２Ｂ赤色、スイス、ＢａｓｅｌのＣｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔ
ｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓから市販されている。
【０１８９】
　ＥＰＯＤＹＥ　ＹＥＬＬＯＷ、粉末蛍光色素であり、ドイツのＳｔｒｕｅｒｓから市販
されている。
【０１９０】
　使用される硬化性液体前駆体のリスト
　液体前駆体Ｉ
　９４．９５重量％のＧＥＮＯＭＥＲ　４３１６、及び５．０５％重量％のＴＨＦ－アク
リレートが、ガラス容器の中で合わせられ３０分間混合された。次に、１ｐｐｈのＤＡＲ
ＯＣＵＲ　１１７３、及び０．０５ｐｐｈのＯｒａｓｏｌ　Ｒｅｄ　Ｂ２が添加され、得
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られた混合物は１時間攪拌され、液体前駆体Ｉが供給された。
【０１９１】
　液体前駆体Ｉの組成、及び上述される試験方法によって決定されるそのブルックフィー
ルド粘度が、表１にまとめられている。
【０１９２】
　液体前駆体ＩＩ
　９４．９５重量％のＧＥＮＯＭＥＲ　４３１２、及び５．０５％重量％のＴＨＦ－アク
リレートが、ガラス容器の中で合わせられ３０分間混合された。次に、１ｐｐｈのＤＡＲ
ＯＣＵＲ　１１７３が添加され、得られた混合物は１時間攪拌され、液体前駆体ＩＩが供
給された。
【０１９３】
　液体前駆体ＩＩの組成、及び上述される試験方法によって決定されるそのブルックフィ
ールド粘度が、表１にまとめられている。
【０１９４】
　液体前駆体ＩＩＩ
　６９．７重量％のＧＥＮＯＭＥＲ　４３１６、及び３０．３重量％のＴＨＦ－アクリレ
ートが、ガラス容器の中で合わせられ３０分間混合された。次に、１ｐｐｈのＤＡＲＯＣ
ＵＲ　１１７３、及び０．０５ｐｐｈのＥｐｏｄｙ　Ｙｅｌｌｏｗが添加され、得られた
混合物は１時間攪拌され、液体前駆体ＩＩＩが供給された。
【０１９５】
　液体前駆体ＩＩＩの組成、及び上述される試験方法によって決定されるそのブルックフ
ィールド粘度が、表１にまとめられている。
【０１９６】
　液体前駆体ＩＶ
　９０重量％のアクリル酸イソオクチル、及び１０重量％のアクリル酸が、光開始剤とし
ての０．０４ｐｐｈのＯｍｎｉｒａｄ　ＢＤＫと共にガラス容器の中で合わせられ、３０
分間攪拌された。混合物は、約８％の重合度、及び２５℃で３，２００ｍＰａ・ｓのブル
ックフィールド粘度まで、窒素に富む大気下で紫外線によって部分的に重合された。硬化
後、架橋剤としての０．１２ｐｐｈの１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、及び光
開始剤としての０．１６ｐｐｈのＯｍｎｉｒａｄ　ＢＤＫが添加され、得られた混合物は
３０分間満遍なく攪拌され、液体前駆体ＩＶが供給された。
【０１９７】
　液体前駆体ＩＶの組成、及び上述される試験方法によって決定されるそのブルックフィ
ールド粘度が、表１にまとめられている。
【０１９８】
　液体前駆体Ｖ
　８４重量％のアクリル酸イソオクチル、１５重量％のアクリル酸イソボルニル、及び１
重量％のアクリル酸が、光開始剤としての０．０２ｐｐｈのＶＡＺＰＩＡと共にガラス容
器の中で合わせられ、３０分間攪拌された。混合物は、約８％の重合度、及び２５℃で４
，７２０ｍＰａ・ｓのブルックフィールド粘度まで、窒素に富む大気下で紫外線によって
部分的に重合された。硬化後、架橋剤としての０．０５ｐｐｈの１，６－ヘキサンジオー
ルジアクリレート、及び光開始剤としての０．１ｐｐｈのＯｍｎｉｒａｄ　ＢＤＫが添加
され、得られた混合物は３０分間満遍なく攪拌され、液体前駆体Ｖが供給された。
【０１９９】
　液体前駆体Ｖの組成、及び上述される試験方法によって決定されるそのブルックフィー
ルド粘度が、表１にまとめられている。
【０２００】
　液体前駆体ＶＩ
　８９．３重量％の液体前駆体Ｖが、１０．７重量％のＭＡＵＳオリゴマー、及び架橋剤
としての０．２５ｐｐｈのＨＤＤＡと共にガラス容器の中で合わせられ、３０分間攪拌さ
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れ、液体前駆体ＶＩが供給された。
【０２０１】
　液体前駆体ＶＩの組成、及び上述される試験方法によって決定されるそのブルックフィ
ールド粘度が、表１にまとめられている。
【０２０２】
　液体前駆体ＶＩＩ
　７６，１重量％のＳＲ　３９９ＬＶ、１９，１重量％のＴＰＧＤＡ、１，９重量％のＦ
－オリゴマーＩＩ、及び２，９重量％のＩｒｇａｃｕｒｅ　５００が、ガラス容器の中で
合わせられ、３０分間攪拌され、液体前駆体ＶＩＩが供給された。
【０２０３】
　液体前駆体ＶＩＩの組成、及び上述される試験方法によって決定されるそのブルックフ
ィールド粘度が、表１にまとめられている。
【０２０４】
　液体前駆体ＶＩＩＩ
　８４重量％のＩＯＡ、１５重量％のＩＢＡ、及び１重量％のＡＡが、光開始剤としての
０．２ｐｐｈのＶＡＺＰＩＡと共にガラス容器の中で合わせられ、３０分間攪拌された。
混合物は、約８％の重合度、及び２５℃で１２，０２０ｍＰａ．ｓのブルックフィールド
粘度まで、紫外線によって重合された。硬化後、架橋剤としての０．０５ｐｐｈの１，６
－ヘキサンジオールジアクリレート、及び光開始剤としての０．１ｐｐｈのＯｍｎｉｒａ
ｄ　ＢＤＫが添加され、得られた混合物は３０分間満遍なく攪拌され、液体前駆体ＶＩＩ
Ｉが供給された。
【０２０５】
　液体前駆体ＶＩＩＩの組成、及び上述される試験方法によって決定されるそのブルック
フィールド粘度が、表１にまとめられている。
【０２０６】
　液体前駆体ＩＸ
　８９．３重量％の液体前駆体ＶＩＩが、１０．７重量％のＭＡＵＳオリゴマー、及び架
橋剤としての０．２５ｐｐｈのＨＤＤＡと共にガラス容器の中で合わせられ、３０分間攪
拌され、液体前駆体ＩＸが供給された。
【０２０７】
　液体前駆体ＩＸの組成、及び上述される試験方法によって決定されるそのブルックフィ
ールド粘度が、表１にまとめられている。
【０２０８】
　液体前駆体Ｘ
　９４．２４重量％のＧＥＮＯＭＥＲ　４３１６、及び５．７６重量％のＴＨＦ－アクリ
レートが、ガラス容器の中で合わせられ、３０分間混合された。次に、０．２５ｐｐｈの
ＤＡＲＯＣＵＲ　１１７３が添加され、得られた混合物は１時間攪拌され、液体前駆体Ｘ
が供給された。
【０２０９】
　液体前駆体Ｘの組成、及び上述される試験方法によって決定されるそのブルックフィー
ルド粘度が、表１にまとめられている。
【０２１０】
　液体前駆体ＸＩ
　９４．５７重量％のＧＥＮＯＭＥＲ　４３１６、及び５．４３重量％のＴＨＦ－アクリ
レートが、ガラス容器の中で合わせられ、３０分間混合された。次に、０．６ｐｐｈのＤ
ＡＲＯＣＵＲ　１１７３が添加され、得られた混合物は１時間攪拌され、液体前駆体ＸＩ
が供給された。
【０２１１】
　液体前駆体ＸＩの組成、及び上述される試験方法によって決定されるそのブルックフィ
ールド粘度が、表１にまとめられている。
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【０２１２】
　液体前駆体ＸＩＩ
　８７．５重量％のＩＯＡ、及び１２．５重量％のＡＡが、光開始剤としての０．０４ｐ
ｐｈのＯｍｎｉｒａｄ　ＢＤＫと共にガラス容器の中で合わせられ、３０分間攪拌された
。混合物は、約８％の重合度、及び２５℃で４，１２０ｍＰａ・ｓのブルックフィールド
粘度まで、窒素に富む大気下で紫外線によって部分的に重合された。硬化後、架橋剤とし
ての０．１２ｐｐｈのＨＤＤＡ、光開始剤としての０．１６ｐｐｈのＯｍｎｉｒａｄ　Ｂ
ＤＫ、及び５ｐｐｈのＴｅｇｏ　Ｒａｄ　２１００が添加され、得られた混合物は３０分
間満遍なく攪拌され、液体前駆体ＸＩＩが供給された。
【０２１３】
　液体前駆体ＸＩＩの組成、及び上述される試験方法によって決定されるそのブルックフ
ィールド粘度が、表１にまとめられている。
【０２１４】
　液体前駆体ＸＩＩＩ
　８７．５重量％のアクリル酸イソオクチル、及び１２．５重量％のアクリル酸が、光開
始剤としての０．０４ｐｐｈのＯｍｎｉｒａｄ　ＢＤＫと共にガラス容器の中で合わせら
れ、３０分間攪拌された。混合物は、約８％の重合度、及び２５℃で４，１００ｍＰａ・
ｓのブルックフィールド粘度まで、窒素に富む大気下で紫外線によって部分的に重合され
た。硬化後、架橋剤としての０．１ｐｐｈの１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、
及び光開始剤としての０．１６ｐｐｈのＯｍｎｉｒａｄ　ＢＤＫが添加され、得られた混
合物は３０分間満遍なく攪拌され、液体前駆体ＸＩＩＩが供給された。
【０２１５】
　液体前駆体ＸＩＩＩの組成、及び上述される試験方法によって決定されるそのブルック
フィールド粘度が、表１にまとめられている。
【０２１６】
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【表５】

　（実施例１～４）
　上述に記載され、また図１に概略的に示される、２つのコーティングステーションＩ及
びＩＩを備えるコーティング装置が使用された。Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナー
Ｈｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが基材として使用され、下流速度は、後述の表
２に示される通りに変更された。前壁及び後壁はそれぞれ、ブルノーズプロファイル型の
底部と上述される寸法とをそれぞれが有するコーティングナイフによって、形成された。
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コーティングチャンバ（コーティングステーションＩＩ）の下流方向の幅、及び横方向に
延在するコーティングナイフの縁部と基材の表面との間のギャップは、表２に示される。
【０２１７】
　液体前駆体Ｉが、回転ビーズＩとして、前壁の上流側の前で計量され、また液体前駆体
ＩＩＩが、コーティングチャンバ内に充填された。２つの液体前駆体層の積み重ね体の形
成後、Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナーＨｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍ
が、後壁コーティングナイフの上流面を介して、液体前駆体ＩＩＩの層の露出面上に適用
された。基材として使用された剥離ライナーは、底層に取り付けられたままであった。
【０２１８】
　２つの剥離ライナー間の２つの液体前駆体層の積み重ね体は、上述のコーティング装置
において記載された紫外線硬化ステーションに沿って通過させることによって硬化されて
、２つのポリウレタン層を備える多層フィルムが供給された。
【０２１９】
　硬化後、多層フィルムの露出面に取り付けられた２つの剥離ライナーは除去され、硬化
ポリウレタン層の厚さが、多層フィルムの断面図のマイクロ写真を撮影することによって
評価された。断面図は、試料を液体窒素内で凍らせ、それらを破断（低温破壊）すること
によって得られ、またマイクロ写真は、Ｒｅｉｃｈｅｒｔ　Ｊｕｎｇ製の光学顕微鏡（Ｌ
Ｍ）、Ｐｏｌｙｖａｒ　ＭＥＴを使用して撮影された。機器の設定：
【０２２０】
【表６】

　実施例２の多層フィルムの断面図のマイクロ写真が、図４に示される。マイクロ写真は
、サンプルホルダーに取り付けられた２つの層を備える多層フィルムを示す。サンプルホ
ルダーに取り付けられた底層は、液体前駆体Ｉから得られた赤色ポリウレタン層であり、
また上方の層は、硬化液体前駆体ＩＩＩである。多層フィルムの下の暗い領域は、サンプ
ルホルダーによって引き起こされている。図２から、２つの層は明確にまたはっきりと互
いに分離されていることが分かり、２つのポリウレタン層間の境界面で本質的にいかなる
混合も発生していないことを示している。硬化ポリウレタン層の厚さ値は、後述の表２に
報告されている。写真の一番上の透明な層は、赤色層を通過する光の反射のため、いくつ
かの領域で僅かに赤く見える。照明の方向を変化させることにより、この影響は写真内の
異なる場所へ移動する。
【０２２１】
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【表７】

　（実施例５～１１）
　上述に記載され、また図１に概略的に示される、２つのコーティングステーションＩ及
びＩＩを備えるコーティング装置が使用された。Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナー
Ｈｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが基材として使用され、下流速度は、後述の表
３に示される通りに変更された。前壁及び後壁はそれぞれ、ブルノーズプロファイル型の
底部と上述される寸法とをそれぞれが有するコーティングナイフによって、形成された。
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コーティングチャンバ（コーティングステーションＩＩ）の下流方向の幅、及びコーティ
ングナイフの底部と基材の表面との間のギャップは、後述の表３に示される。
【０２２２】
　液体前駆体Ｉ又はＩＩＩが、それぞれ、回転ビーズ（コーティングステーションＩ）と
して、前壁の上流側の前で計量され、また液体前駆体ＩＶが、コーティングステーション
ＩＩ内に充填された。２つの液体前駆体層の積み重ね体の形成後、Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ
製の剥離ライナーＨｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが、後壁コーティングナイフ
の上流壁を介して、液体前駆体ＩＶの層の露出面上に適用された。基材として使用された
剥離ライナーは、底層に取り付けられたままであった。
【０２２３】
　２つの剥離ライナー間の２つの液体前駆体層の積み重ね体は、上述のコーティング装置
において記載された紫外線硬化ステーションに沿って通過させることによって硬化されて
、底部のポリウレタン層と上部の感圧接着層とを備える多層フィルムが供給された。
【０２２４】
　硬化後、上部の露出されたウレタン層及び底部の感圧接着層に取り付けられた２つの剥
離ライナーは除去され、硬化ポリウレタン層及び感圧接着層の厚さが、それぞれ、多層フ
ィルムの断面図のマイクロ写真を撮影することによって評価された。断面図は、試料を液
体窒素内で凍らせ、それらを破断（低温破壊）することによって得られ、またマイクロ写
真は、Ｒｅｉｃｈｅｒｔ　Ｊｕｎｇ製の光学顕微鏡（ＬＭ）、Ｐｏｌｙｖａｒ　ＭＥＴを
使用して撮影された。機器の設定：
【０２２５】

【表８】

　実施例５及び１１の多層フィルムの断面マイクロ写真が、図５及び６に示される。実施
例５及び１１の多層フィルムはそれぞれ２つの層を備え、そのため、それぞれの場合にお
いて、下層がサンプルホルダーに取り付けられている。
【０２２６】
　図５（実施例５）のマイクロ写真において、多層フィルムの底層は硬化感圧接着層であ
り、一方、露出した上層は硬化ポリウレタン層である。感圧接着剤の透明な層は、着色ポ
リウレタン層を通過する光の反射のため、いくつかの領域で僅かに赤又は黄色く見える。
照明の方向を変化させることにより、この影響は写真内の異なる場所へ移動する。図５か
ら、多層フィルムの２つの層は明確にまたはっきりと互いに分離されていることが分かり
、ポリウレタン層と感圧接着層との間の境界面において前駆体多層フィルム内に本質的に
いかなる混合も発生していないことを示している。
【０２２７】
　図６（実施例１１）のマイクロ写真において、多層フィルムの底層は硬化感圧接着層で
あり、一方、上層は硬化ポリウレタン層である。感圧接着剤の透明な層は、断面の表面に
ガラス破壊パターンをもたらす低温破壊中のポリマーの脆性挙動のため、僅かに曇って見
える。上部のポリウレタン層は、それに添加された黄色染料のため、該層の上部に小さく
濃い縞を伴って、僅かに黄色がかって見える。かかる縞は、多層試料の、断面平面の後方
に延在する部分から生じる。かかる部分は、多層フィルムが、ＣＤに僅かに屈曲されるた
めに見られる。
【０２２８】
　図６から、多層フィルムの２つの層は明確にまたはっきりと互いに分離されていること
が分かり、ポリウレタン層と感圧接着層との間の境界面において前駆体多層フィルム内に
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本質的にいかなる混合も発生していないことを示している。
【０２２９】
　多層フィルムの硬化ポリマー層の厚さ値は、後述の表３に報告されている。
【０２３０】
【表９】

　（実施例１２～１３）
　上述に記載され、また図１に概略的に示される、３つのコーティングステーションＩ、
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ＩＩ、及びＩＩＩをそれぞれ備えるコーティング装置が使用された。Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈ
ｉ製の剥離ライナーＨｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが基材として使用され、下
流速度は、後述の表４に示される通りに変更された。前壁、中間壁、及び後壁はそれぞれ
、ブルノーズプロファイル型の底部と上述される寸法とをそれぞれが有するコーティング
ナイフによって、形成された。コーティングチャンバの下流方向の幅、及び横方向に延在
するコーティングナイフの縁部と基材の表面との間のギャップは、後述の表４に示される
。
【０２３１】
　液体前駆体ＩＩ又はＶＩＩが、それぞれ、回転ビーズ（コーティングステーションＩ）
として、前壁の上流側の前で計量され、また液体前駆体Ｉ又はＩＩＩが、それぞれ、コー
ティングステーションＩＩ（下流方向の第１のコーティングチャンバ）内に充填された。
液体前駆体ＩＶが、コーティングステーションＩＩＩ（下流方向の第２のコーティングチ
ャンバ）内に充填された。３つの液体前駆体層の積み重ね体の形成後、Ｍｉｔｓｕｂｉｓ
ｈｉ製の剥離ライナーＨｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが、後壁コーティングナ
イフの上流壁を介して、液体前駆体ＩＶの層の露出面上に適用された。基材として使用さ
れた剥離ライナーは、底層に取り付けられたままであった。
【０２３２】
　２つの剥離ライナー間の３つの液体前駆体層の積み重ね体は、上述のコーティング装置
において記載された紫外線硬化ステーションに沿って通過させることによって硬化されて
、底部の非粘着性ポリウレタン層、中間の非粘着性ポリウレタン層、及び上部の感圧接着
層を備える、３層の多層フィルムが供給された。
【０２３３】
　硬化後、多層フィルムの外層に適用された剥離ライナーは除去され、硬化された個々の
層の厚さが、多層フィルムの断面のマイクロ写真を撮影することによって評価された。断
面図は、試料を液体窒素内で凍らせ、それらを破断（低温破壊）することによって得られ
、またマイクロ写真は、Ｒｅｉｃｈｅｒｔ　Ｊｕｎｇ製の光学顕微鏡（ＬＭ）、Ｐｏｌｙ
ｖａｒ　ＭＥＴを使用して撮影された。機器の設定：
【０２３４】

【表１０】

　実施例１２の多層フィルムの断面のマイクロ写真が、図７ａに示される。マイクロ写真
は、硬化多層フィルムの３つの層と、サンプルホルダーによって引き起こされるフィルム
の下の暗い領域とを示す。サンプルホルダーに取り付けられた多層フィルムの底層は、硬
化感圧接着層であり、一方、中間層及び露出した上層は、硬化ポリウレタン層である。透
明な感圧接着剤底層は、赤色の中間層を通過する光の反射のため、いくつかの領域で筋状
に、また僅かに赤く見える。上部の透明なポリウレタン層は、該層の上部に濃い縞を伴っ
て、僅かに緑色／黄色く見える。かかる縞は、多層試料の、断面平面の後方に延在する部
分から生じる。かかる部分は、多層フィルムが、ＣＤに僅かに屈曲されるために見られる
。
【０２３５】
　約３０ｘの倍率で撮影された実施例１２の多層フィルムの断面のマクロ写真が、光沢の
ある黒色の曲面上に周辺光下で、図７ｂに示される。これらの条件下において、多層フィ
ルムの上層及び底層は、上述のように透明に見え、また赤色の中間層からはっきりと分離
して見える。マクロ写真の僅かに不鮮明な見掛けは、ドイツ、ＫｒｅｆｅｌｄのＣａｎｏ
ｎ　Ｄｅｕｔｓｃｈｌａｎｄ　ＧｍｂＨ製の、Ｃａｎｏｎ　Ｐｏｗｅｓｈｏｔ　ＳＸ　１
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された写真の、制限されたピクセル数に起因する。
【０２３６】
　図７ａから、３つの層は明確にまたはっきりと互いに分離されていることが分かり、２
つのポリウレタン層間の境界面において、またポリウレタン層と感圧接着層との間の境界
面において、本質的にいかなる混合も発生していないことを示している。硬化層の厚さ値
は、後述の表４に報告されている。
【０２３７】
　実施例１３の多層フィルムの断面のマイクロ写真が、図８に示される。マイクロ写真は
、硬化多層フィルムの３つの層と、サンプルホルダーによって引き起こされるフィルムの
下の暗い領域とを示す。多層フィルムの底層及び中間層は、硬化非粘着性ポリウレタン層
であり、一方、上層は感圧接着層である。多層フィルムの上部の感圧接着剤及び底部のポ
リウレタン層は、透明であるが、黄色の中間層を通過する光の反射のため、僅かに黄色く
見える。照明の方向を変化させることにより、この影響は写真内の異なる場所へ移動する
。図８から、３つの層は明確にまたはっきりと互いに分離されていることが分かり、層間
の境界面で本質的にいかなる混合も発生していないことを示している。硬化層の厚さ値は
、後述の表４に報告されている。
【０２３８】
　（実施例１４～１８）
　Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製Ｈｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが基材として使用さ
れ、下流速度は、後述の表４に示される通りに変更された。前壁、各中間壁、及び後壁は
それぞれ、ブルノーズプロファイル型の底部と上述される寸法とをそれぞれが有するコー
ティングナイフによって、形成された。コーティングチャンバの下流方向の幅、及び横方
向に延在するコーティングナイフの縁部と基材の表面との間のギャップは、後述の表４に
示される。実施例１４～１７では２層の多層フィルムが得られ、また、実施例１８の多層
フィルムは３つの層を有した。
【０２３９】
　液体前駆体Ｉが、上流コーティングステーションＩ（回転ビーズ）で適用され、また液
体前駆体Ｖ、ＶＩ、又はＶＩＩＩがそれぞれ、コーティングステーションＩＩ又はＩＩＩ
内に、それぞれに充填された（コーティングチャンバ）。２つの液体前駆体層の積み重ね
体の形成後、Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナーＨｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７
５μｍが、後壁コーティングナイフの上流壁を介して、液体前駆体ＩＩＩの層の露出面上
に適用された。基材として使用された剥離ライナーは、底層に取り付けられたままであっ
た。
【０２４０】
　２つの剥離ライナー間の２つ又は３つの液体前駆体層の積み重ね体は、それぞれ、上述
のコーティング装置において記載された紫外線硬化ステーションに沿って通過させること
によって硬化されて、対応する２層又は３層の多層フィルムが、それぞれ供給された。
【０２４１】
　前駆体多層フィルムの組成、及び硬化多層フィルムのポリマー層の総厚は、後述の表４
にまとめられている。
【０２４２】
　上述に指定される試験方法に従って測定された多層フィルムの光学的性質は、後述の表
５及び６にまとめられている。
【０２４３】
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【表１１】

【０２４４】
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【表１２】

【０２４５】
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【表１３】

　（実施例１９～２１）
　上述に記載され、また図１に概略的に示される、２つのコーティングステーションＩ及
びＩＩを備えるコーティング装置が使用された。Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナー
Ｈｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが基材として使用され、下流速度は、後述の表
７に示される通りに設定された。前壁及び後壁はそれぞれ、ブルノーズプロファイル型の
底部と上述される寸法とをそれぞれが有するコーティングナイフによって、形成された。
コーティングチャンバの下流方向の幅、及びコーティングナイフの底部と基材の表面との
間のギャップは、後述の表７に示される。
【０２４６】
　液体前駆体Ｉ、Ｘ、又はＸＩが、それぞれ、回転ビーズ（コーティングステーションＩ
）として、前壁の上流側の前で計量され、また液体前駆体ＩＶ又はＩＸがそれぞれ、コー
ティングステーションＩＩ（コーティングチャンバ）内に充填された。２つの液体前駆体
層の積み重ね体の形成後、Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナーＨｏｓｔａｐｈａｎ　
２ＳＬＫ、７５μｍが、後壁コーティングナイフの上流壁を介して、液体前駆体ＩＶ又は
ＩＸの上層の露出面上にそれぞれ適用された。基材として使用された剥離ライナーは、底
層に取り付けられたままであった。
【０２４７】
　２つの剥離ライナー間の２つの液体前駆体層の積み重ね体は、上述のコーティング装置
において記載された紫外線硬化ステーションに沿って通過させることによって硬化されて
、露出した底部のポリウレタン層と、Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナーＨｏｓｔａ
ｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍによって形成された基材に取り付けられた上部の感圧接着
層とを備える、多層フィルムが供給された。
【０２４８】
　硬化後に、２つの剥離ライナーは除去され、硬化ポリウレタン層と感圧接着層との２重
層フィルム構成体の総厚が測定された。
【０２４９】
　多層フィルムの上部のポリウレタン層の機械的強度が、上述の試験の項に記載される通
り、耐磨耗性及び耐引っかき性を測定することによって評価された。記載される２つの試
験の結果は、表８にまとめられている。
【０２５０】
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【表１４】

【０２５１】
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【表１５】

　実施例２２及び比較例１ａ～１ｃ
　上述に記載され、また図１に概略的に示される、２つのコーティングステーションＩ及
びＩＩを備えるコーティング装置が使用された。Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナー
Ｈｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが基材として使用され、下流速度は、後述の表
９に示される通りに設定された。前壁及び後壁はそれぞれ、ブルノーズプロファイル型の
底部と上述される寸法とをそれぞれが有するコーティングナイフによって、形成された。
コーティングチャンバの下流方向の幅、及び横方向に延在するコーティングナイフの縁部
と基材の表面との間のギャップは、後述の表９に示される。
【０２５２】
　液体前駆体Ｘが、回転ビーズ（コーティングステーションＩ）として、前壁の上流側の
前で計量され、また液体前駆体ＸＩＩが、コーティングステーションＩＩ（コーティング
チャンバ）内に充填された。２つの液体前駆体層の積み重ね体の形成後、Ｍｉｔｓｕｂｉ
ｓｈｉ製の剥離ライナーＨｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが、後壁コーティング
ナイフの上流壁を介して、液体前駆体ＸＩＩの上層の露出面上に適用された。基材として
使用された剥離ライナーは、底層に取り付けられたままであった。
【０２５３】
　２つの剥離ライナー間の２つの液体前駆体層の積み重ね体は、上述のコーティング装置
において記載された紫外線硬化ステーションに沿って通過させることによって硬化されて
、ポリウレタン層と感圧接着層とを備える多層フィルムが供給された。
【０２５４】
　硬化後、剥離ライナーは除去され、硬化ポリウレタン層及び感圧接着層の厚さがそれぞ
れ、多層フィルムの断面の顕微鏡的評価によって評価された。断面は、試料を鋭利なかみ
そりの刃で切断することによって得られ、また表９に列挙される厚さの測定は、Ｒｅｉｃ
ｈｅｒｔ　Ｊｕｎｇ製の光学顕微鏡（ＬＭ）、Ｐｏｌｙｖａｒ　ＭＥＴを使用することに
よって実現された。機器の設定：
【０２５５】

【表１６】

【０２５６】



(48) JP 5898096 B2 2016.4.6

10

20

30

40

50

【表１７】

　実施例２２の多層フィルムの光学的品質が、ポリウレタン層又はポリエチレン層と、反
対側の感圧接着層とを備える、以下の可撓性かつ適合性のある２層フィルムと比較された
。比較フィルムは、以下の通り市販されている。
【０２５７】
　・ＰＵＬ　２００６　３Ｍ（商標）、高性能保護ポリウレタンフィルム、３Ｍから市販
されている（比較例１ａ）



(49) JP 5898096 B2 2016.4.6

10

20

　・ＰＵ　５８９２　ＧＡ７　３Ｍ（商標）、高性能保護ポリウレタンフィルム、３Ｍか
ら市販されている（比較例１ｂ）
　・Ｐ－４５０　３Ｍ（商標）、高性能保護ポリエチレンフィルム、３Ｍから市販されて
いる（比較例１ｃ）
　フィルムの光学的品質は、上述される通り、Ｓｈａｃｋ－Ｈａｒｔｍａｎｎ波面センサ
システム、及びＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒに基づいた試験方法を使用して決定された。表
１０に列挙される結果から、実施例２２の可撓性フィルムの優れた光学的品質及び低い画
像歪曲が分かるであろう。波面変形の最高最低差値は、保護フィルムによって誘発される
波面の変形と、フィルムが積層化されたガラスによって誘発される変形とをまとめている
。保護フィルムなしのガラスの基準測定は、波面の変形に及ぼすガラスプレートの影響は
、保護フィルムの影響と比較して非常に小さいことを示している。フロートガラスプレー
トに対して測定された波面変形の最高最低差値が、ガラス基準プレートに適用された多層
フィルムに対して測定された波面変形の最高最低値から引かれて、多層フィルム単独に関
する波面変形の最高最低差値がもたらされる。
【０２５８】
　図９ｂ～９ｅは、個々のフィルムに関するＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒ試験の絵を示す。
ガラス基準に関するＳｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒ試験は、図９ａに示される。ガラス基準は
、約１．５２の屈折率ｎ５８９ｎｍ，２３℃を有する、２ｍｍ厚の透明フロートガラスプ
レート（炭酸カルシウムソーダ石ケイ酸塩フロートガラス）であった。
【０２５９】
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【表１８】

　（実施例２３）
　上述に記載され、また図１に概略的に示される、２つのコーティングステーションＩ及
びＩＩを備えるコーティング装置が使用された。Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナー
Ｈｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが基材として使用され、下流速度は、後述の表
１１に示される通りに設定された。前壁及び後壁はそれぞれ、ブルノーズプロファイル型
の底部と上述される寸法とをそれぞれが有するコーティングナイフによって、形成された
。コーティングチャンバの下流方向の幅、及びコーティングナイフの底部と基材の表面と
の間のギャップは、後述の表１１に示される。
【０２６０】
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　液体前駆体Ｘが、回転ビーズ（コーティングステーションＩ）として、前壁の上流側の
前で計量され、また液体前駆体ＸＩＩＩが、コーティングステーションＩＩ（コーティン
グチャンバ）内に充填された。２つの液体前駆体層の積み重ね体の形成後、Ｍｉｔｓｕｂ
ｉｓｈｉ製の剥離ライナーＨｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが、後壁コーティン
グナイフの上流壁を介して、液体前駆体ＸＩＩＩの上層の露出面上に適用された。基材と
して使用された剥離ライナーは、底層に取り付けられたままであった。
【０２６１】
　２つの剥離ライナー間の２つの液体前駆体層の積み重ね体は、上述のコーティング装置
において記載された紫外線硬化ステーションに沿って通過させることによって硬化されて
、ポリウレタン層と反対側の感圧接着層とを備える多層フィルムが供給された。
【０２６２】
　（実施例２４）
　剥離ライナー１５が、直径４５ｍｍのコンマ形状を有する下流バー３０を介して、コー
ティング装置１の下流に適用されるという修正が加えられた、上述に記載され、また図１
に概略的に示される２つのコーティングステーションＩ及びＩＩを備えるコーティング装
置が使用された。後壁１２の下流面とコンマバー３０との間の開面距離３１は、２００ｍ
ｍであった。比較例２ａで使用された修正されたコーティング装置は、図１０に示される
。
【０２６３】
　Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナーＨｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが基
材２として使用され、下流方向３への下流速度は、後述の表１１に示される通りに設定さ
れた。前壁１１及び後壁１２はそれぞれ、ブルノーズプロファイル型の底部と上述される
寸法とをそれぞれ有するコーティングナイフによって、形成された。コーティングステー
ションＩＩ（コーティングチャンバ）の下流方向の幅、及びコーティングナイフの底部と
基材の表面との間のギャップは、後述の表１１に示される。
【０２６４】
　液体前駆体Ｘが、回転ビーズＩとして、前壁の上流側の前で計量され、また液体前駆体
ＸＩＩＩが、コーティングチャンバ（コーティングステーションＩＩ）内に充填された。
【０２６５】
　２つの液体前駆体層の積み重ね体の形成に続いて、またこの層の積み重ね体がコーティ
ング装置から出た後に、Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナー、Ｈｏｓｔａｐｈａｎ　
２ＳＬＫ、７５μｍが、バー３０を介して、液体前駆体ＸＩＩＩの上層の露出面上に適用
された。横方向に延在するバーの縁部と層ＸＩＩＩの露出面との間のギャップは、初め、
回転ビーズがバーの上流に形成されるように設定された。ギャップ幅は次に、回転ビーズ
がちょうど消失する値まで、ギャップ幅を増大させることによって調整された。このギャ
ップ幅を使用して、剥離ライナーが適用された。基材として使用された剥離ライナーは、
底層に取り付けられたままであった。
【０２６６】
　２つの剥離ライナー間の２つの液体前駆体層の積み重ね体は、上述のコーティング装置
において記載された紫外線硬化ステーションに沿って通過させることによって硬化されて
、ポリウレタン層と感圧接着層とを備える多層フィルムが供給された。
【０２６７】
　比較例２ａ
　２６０μｍ厚の単一非付着性ポリウレタン層が、この場合では１つのコーティングナイ
フのみを備える図１のコーティング装置を使用することによって、得られた。液体前駆体
Ｘが、回転ビーズ（コーティングステーションＩ）として、かかる単一のコーティングナ
イフの上流側の前で計量された。Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナーＨｏｓｔａｐｈ
ａｎ　２　ＳＬＫ、７５μｍが、基材として使用された。下流方向３への下流速度、及び
横方向に延在するコーティングナイフの縁部と基材の表面との間のギャップは、後述の表
１２に示されるように設定された。
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　前駆体層Ｘの形成後、Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナーＨｏｓｔａｐｈａｎ　２
　ＳＬＫ、７５μｍが、コーティングナイフの上流面を介して、該層の露出面上に適用さ
れた。基材として使用された剥離ライナーは、前駆体層Ｘに取り付けられたままであった
。前駆体層Ｘは次に、上述のコーティング装置において記載された紫外線硬化ステーショ
ンに沿って通過させることによって硬化されて、２つのＨｏｓｔａｐｈａｎ剥離ライナー
間に、硬化された２６０μｍ厚の単一非付着性ポリウレタン層Ｘが供給された。前駆体層
Ｘの屈折率は、ｎ５８９ｎｍ，２３℃＝１．５０３０であった。
【０２６９】
　次に、剥離ライナーのうちの１つが除去された。前駆体Ｘの硬化層は、残った剥離ライ
ナーを介してコーティング装置の底部ライナーへ取り付けられて、第２の通過で、前駆体
Ｘの硬化層を前駆体ＸＩＩＩの感圧接着層でコーティングした。液体前駆体ＸＩＩＩが、
回転ビーズとして、かかる単一のコーティングナイフの上流側の前で計量された。下流方
向３への下流速度、及び横方向に延在するコーティングナイフのギャップと硬化層Ｘの露
出面との間のギャップは、後述の表１２に示されるように設定された。
【０２７０】
　前駆体層ＸＩＩＩの形成後、Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナーＨｏｓｔａｐｈａ
ｎ　２　ＳＬＫ、７５μｍが、コーティングナイフの上流面を介して、前駆体層ＸＩＩＩ
の露出面上に適用された。前駆体層ＸＩＩＩを支える硬化層Ｘを備える、２つの剥離ライ
ナー間の層の積み重ね体は、上述される紫外線硬化ステーションに沿って通過された。
【０２７１】
　比較例２ｂ
　上述の比較例２（ｂ）に記載されるコーティング装置を使用して、単一の硬化感圧接着
層ＸＩＩＩが得られた。コーティングギャップ、及び硬化単一層フィルムＸＩＩＩの厚さ
は、後述の表１２にまとめられている。前駆体層ＸＩＩＩの屈折率は、ｎ５８９ｎｍ，２

３℃＝１．４７３４であった。
【０２７２】
　１つの剥離ライナーが硬化単一層感圧接着フィルムＸＩＩＩから除去され、上述の比較
例２（ｂ）で得られた非付着性の硬化単一層ポリウレタンフィルムＸが、幅２００ｍｍで
質量２ｋｇのハードローラーを用いて、約１０ｍｍ／秒の速度で前後方向にそれぞれ１回
ずつ層の積み重ね体を通過させることによって、互いに接して積層化された。
【０２７３】
　実施例２３及び２４、並びに比較例２ａ及び２ｂの多層フィルムの光学的性質が、上記
に開示される測定方法を使用して評価された。結果は、表１３ａ及び１３ｂに列挙されて
いる。Ｓｉｅｍｅｎｓ　Ｓｔａｒ写真が、図９ｆ～９ｉとして示される。実施例２４の多
層フィルムの硬化された上層面は、巨視的なコーティング欠陥（直径約１ｍｍの気泡）を
示し、一方で実施例２３の多層フィルムの硬化された上層面は、巨視的コーティング欠陥
を本質的に有さなかった。
【０２７４】
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【表１９】

【０２７５】
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【表２０】

【０２７６】
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【表２２】

　実施例２５及び比較例３
　上述に記載され、また図１に概略的に示される、２つのコーティングステーションＩ及
びＩＩを備えるコーティング装置が使用された。Ｍｉｔｓｕｂｉｓｈｉ製の剥離ライナー
Ｈｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが基材として使用され、下流速度は、後述の表
１４に示される通りに設定された。前壁及び後壁はそれぞれ、ブルノーズプロファイル型
の底部と上述される寸法とをそれぞれが有するコーティングナイフによって、形成された
。コーティングチャンバの下流方向の幅、及びコーティングナイフの底部と基材の表面と
の間のギャップは、後述の表１４に示される。
【０２７８】
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　液体前駆体Ｘが、回転ビーズ（コーティングステーションＩ）として、前壁の上流側の
前で計量され、また液体前駆体ＸＩＩＩが、コーティングステーションＩＩ（コーティン
グチャンバ）内に充填された。２つの液体前駆体層の積み重ね体の形成後、Ｍｉｔｓｕｂ
ｉｓｈｉ製の剥離ライナーＨｏｓｔａｐｈａｎ　２ＳＬＫ、７５μｍが、後壁コーティン
グナイフの上流壁を介して、液体前駆体ＸＩＩＩの上層の露出面上に適用された。基材と
して使用された剥離ライナーは、底層に取り付けられたままであった。
【０２７９】
　２つのライナー間の２つの液体前駆体層の積み重ね体は、上述のコーティング装置にお
いて記載された紫外線硬化ステーションに沿って通過させることによって硬化されて、ポ
リウレタン層と感圧接着層とを備える、対応する多層フィルムが供給された。
【０２８０】
　硬化後、底部のウレタン層に適用された剥離ライナーが除去され、硬化ポリウレタン層
及び感圧接着層の厚さがそれぞれ、多層フィルムの断面の顕微鏡検査によって評価された
。断面は、試料を鋭利なかみそりの刃で切断することによって得られ、また表１４に列挙
される厚さの測定は、Ｒｅｉｃｈｅｒｔ　Ｊｕｎｇ製の光学顕微鏡（ＬＭ）、Ｐｏｌｙｖ
ａｒ　ＭＥＴを使用することによって実現された。機器の設定：
【０２８１】
【表２３】

　Ｔ－剥離強度、及びガラスに対する９０°剥離粘着力が、上述される試験方法に従って
評価され、結果は後述の表１６に報告されている。
【０２８２】
　比較例３
　２７０μｍ厚の単一非付着性ポリウレタン層、及び７０μｍ厚の単一感圧接着層が、そ
れぞれ、上述の「コーティング装置」の項に開示される硬化条件を使用して、２つのライ
ナー間に、前駆体Ｘ及びＸＩＩＩをそれぞれ硬化させることによって得られた。
【０２８３】
　単一層接着フィルムの厚さは、後述の表１５にまとめられている通りであった。
【０２８４】
　１つの剥離ライナーが、単一層感圧接着フィルム及び非付着性ポリウレタンフィルムか
らそれぞれ除去され、これらは次に、幅２００ｍｍで質量２ｋｇのハードローラーを用い
て、約１０ｍｍ／秒の速度で前後方向にそれぞれ１回ずつ層の積み重ね体を通過させるこ
とによって、互いに接して積層化された。
【０２８５】
　Ｔ－剥離強度、及びガラスに対する９０°剥離粘着力が、上述される試験方法に従って
評価され、結果は後述の表１６に報告されている。
【０２８６】
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【表２４】

【０２８７】
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【０２８８】
【表２６】

【０２８９】
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【表１】

本発明の実施態様の一部を以下の項目［１］－［２３］に記載する。
［１］
　少なくとも２つの重畳ポリマー層を備える多層フィルムを形成する連続自己計量プロセ
スであって、
　（ｉ）基材を供給する工程と、
　（ｉｉ）前記基材の表面に垂直なギャップを形成するように、前記基材から、互いに独
立してオフセットされる、２つ以上のコーティングナイフを提供する工程と、
　（ｉｉｉ）前記基材を前記コーティングナイフに対して下流方向に移動させる工程と、
　（ｉｖ）前記ポリマーの硬化性液体前駆体を、前記コーティングナイフの上流側に供給
し、それによって、前記２つ以上の前駆体を、前記基材上に重畳層として前記それぞれの
ギャップを通してコーティングする工程と、
　（ｖ）任意に、１つ以上の固体フィルムを供給し、これらを、隣接した下ポリマー層の
前記形成と本質的に同時に適用する工程と、
　（ｖｉ）このようにして得られた前記多層フィルムの前駆体を、硬化させる工程と、
　を含み、
　硬化性液体前駆体の下層が、前記硬化性液体前駆体の前記下層を本質的に露出すること
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なく、硬化性液体前駆体又はフィルムの隣接した上層によってそれぞれ被覆される、プロ
セス。
［２］
　剥離ライナーが、工程（ｖ）で、前記多層フィルムの前記前駆体の前記上層の露出面に
、かかる上層の形成と本質的に同時に取り付けられる、項目１に記載のプロセス。
［３］
　前記コーティングナイフが、上流面と、下流面と、前記ギャップの距離内で前記基材に
面する底部とを有する、項目１又は２に記載のプロセス。
［４］
　前記コーティングナイフが、金属、ポリマー材料、セラミックス、及びガラスを含む材
料の群から選択される材料で形成される、項目１～３のいずれか一項に記載のプロセス。
［５］
　前記コーティングナイフがウェブに面するその横方向に延在する縁部において示す断面
プロファイルが、本質的に、平面、曲面、凹状、又は凸状である、項目３～４のいずれか
一項に記載のプロセス。
［６］
　前記液体前駆体が、周囲気圧下又は過剰圧下で適用される、項目１～５のいずれか一項
に記載のプロセス。
［７］
　前記ポリマー材料の前記液体前駆体が、本質的に互いに当接し、かつ、前壁と、任意に
１つ以上の中間壁及び後壁とによって、並びに任意に、前記前壁に対して上方ウェブに位
置付けられる回転ビーズとによって、下流方向で境される、１つ以上のコーティングチャ
ンバの中に供給される、項目１～６のいずれか一項に記載のプロセス。
［８］
　前記上流中間壁と、前記後壁と、回転ビーズが前記前壁に対して上流に存在する場合は
前記前壁とが、コーティングナイフによって形成される、項目７に記載のプロセス。
［９］
　前記固体フィルムが、前記多層フィルムの前記前駆体の前記最下層、前記最上層、又は
中間層を形成するように取り付けられる、項目１～８のいずれか一項に記載のプロセス。
［１０］
　前記基材及び／又は前記固体フィルムが、ポリマーフィルム若しくはウェブ、金属フィ
ルム若しくはウェブ、織布ウェブ若しくは不織ウェブ、ガラス繊維強化ウェブ、炭素繊維
ウェブ、ポリマー繊維ウェブ、又はガラス、ポリマー、金属、炭素繊維、及び／若しくは
天然繊維のエンドレスフィラメントを含むウェブを含む材料の群から選択される、項目１
～９のいずれか一項に記載のプロセス。
［１１］
　少なくとも前記基材の前記露出面及び／又は前記多層フィルムの前記前駆体に面する固
体フィルムの少なくとも１つの表面が、剥離面である、項目１０に記載のプロセス。
［１２］
　前記基材が、前記硬化工程の後に前記多層フィルムの一体部分を形成する、項目１～１
１のいずれか一項に記載のプロセス。
［１３］
　前記コーティング装置に対する縦方向の基材の速度が、０．０５～１００ｍ／分である
、項目１～１２のいずれか一項に記載のプロセス。
［１４］
　前記前駆体層が、それらが前記コーティング装置の前記後壁を通過した後に、熱的に、
及び／又はそれらを化学線に曝露することよって、硬化される、項目１～１３のいずれか
一項に記載のプロセス。
［１５］
　前記前駆体のうちの少なくとも１つが、放射線硬化性エチレン基を有する少なくとも１
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［１６］
　前記液体前駆体が、２５℃で少なくとも１，０００ｍＰａ・ｓのブルックフィールド粘
度を有する、項目１～１５のいずれか一項に記載のプロセス。
［１７］
　剥離ライナーが、項目１に記載の方法の工程（ｖ）において、前記多層フィルムの前記
前駆体の前記上層の前記露出面に、かかる上層の形成と本質的に同時に取り付けられる、
項目１に記載の方法によって得ることができる多層フィルム。
［１８］
　それぞれが可視光線に対して少なくとも８０％の透過率を有する少なくとも２つの重畳
ポリマー層を備える、光透過性多層フィルムであって、前記多層フィルムが、前記剥離ラ
イナーが前記多層フィルムの前記前駆体の前記上層の形成に対して下流の位置で、前記上
層表面の前記露出面に取り付けられるという点で、上述の方法とは異なる方法によって得
られる比較多層フィルムの透過率より高い、可視光線に対する透過率を示す、項目１７に
記載の光透過性多層フィルム。
［１９］
　前記比較多層フィルムの前記透過率に対する前記多層フィルムの前記透過率の比率が、
少なくとも１．００２である、項目１８に記載の多層フィルム。
［２０］
　少なくとも２つの重畳ポリマー層を備える光透過性多層フィルムであって、外層のうち
の一方が少なくとも１つのエチレン性不飽和ウレタン化合物を含む液体前駆体の重合から
得ることができるポリウレタンポリマーを含み、もう一方の反対側の外層が接着剤を含み
、前記多層フィルムの、前記接着性外層の反対側の外層に垂直に衝突しかつ前記多層フィ
ルムを通って透過するλ＝６３５ｎｍの波長の平面波面から生じる波面の最大波面収差が
、透過される波面の最高最低差値として測定したときに、６λ（＝３，８１０ｎｍ）未満
である、光透過性多層フィルム。
［２１］
　前記エチレン性不飽和ポリウレタン化合物が、（メタ）アクリル酸ウレタン化合物であ
る、項目２１に記載の多層フィルム。
［２２］
　項目１に記載の方法によって得ることができる光透過性多層フィルムと、ガラス基材と
を備えるアセンブリであって、前記多層フィルムが、それぞれが可視光線に対して少なく
とも８０％の透過率を有する少なくとも２つの重畳ポリマー層を備え、前記多層フィルム
の前記外層のうちの一方が接着層であり、それを介して前記多層が前記ガラス基材に取り
付けられ、前記接着外層の屈折率が、前記多層フィルムの前記反対側の外層の屈折率より
低い、アセンブリ。
［２３］
　前記接着層の前記屈折率と前記反対側の外層の前記屈折率の差が、０．０３０未満であ
る、項目２２に記載のアセンブリ。
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